
平成10年度　　575

【平成10年度】

8-157　 財政構造改革会議最終報告　橋本総
理記者会見

平成 9年 6月 3日
冒頭発言
【橋本総理】今日は、財政構造改革会議で取
りまとめた財政構造改革の推進方策について、
まず発言をさせていただきます。
　この財政構造改革会議をスタートさせたの
が本年の 1月ですから、延べ 5か月間、非常
に集中した論議を行っていただいた訳ですが、
お陰様で今日、推進方策がまとまり、先ほど
閣議決定まで進みました。内閣総理大臣とい
う立場、同時に財政構造改革会議の議長とし
て報告をさせていただきます。
　こうした報告をしなければならなくなった
その元、申し上げるまでもありませんが我が
国を取り巻く環境が大きく変化しているとい
うことにほかなりません。出生率が1.42人、
少子化が大変な勢いで進んでいます。
　一方で、大変これは喜ばしいことですけれ
ど、昭和38年に初めて我が国が100歳以上の
方々の実態を取り始めたとき、100歳以上の
方は153人しかおられなかった日本、昨年の
敬老の日には7,373人、この数字が示すとお
りに高齢化も進んでいる訳です。
　他方、経済の面から見れば、国際化の進む
中、まさに大競争時代というものに我々は直
面している。経済構造改革が求められるゆえ
んもここにあります。
　そうした中で、国と地方の屋台骨である財
政を見てみると、借金の総額は長期債務ベー
スで平成 9年度末に476兆円、国内総生産515
兆円に間もなく迫ろうかという状況でありま
す。財政構造、すなわち社会保障や公共投資、
教育といった各経費の構造について見直しを
怠れば、21世紀に入って経済が破綻するとい
う試算結果が幾つかの場面で示されているこ
とはもう皆さん御承知のとおりですし、子ど
もや孫の時代を考えるなら、我々はこんな状
況を続ける訳にいきません。

　このために、まず聖域なき徹底した歳出の
見直しを行うことによって赤字体質を変える
こと、次に各経費を圧縮するにしても大幅に
削減する分野と、逆に将来を考えるとき科学
技術のように増加した方が望ましい分野、め
りはりを付けて財政の構造を変えるというこ
とに着手しなければ、活力のある21世紀の展
望は開けない訳です。
　そんな問題意識を持って、財政構造改革会
議において政府与党の枢要なメンバーにお集
まりいただき、従来の枠組みにとらわれず徹
底的な議論をしてきました。
　今日取りまとめました財政構造改革の推進
方策、これは社会保障、公共投資、文教と
いった主要経費ごとに具体的な予算の削減、
抑制を金額をもって定め、各経費のめりはり
を付ける、これまで私たちが行ったことのな
い内容になっています。
　これらの歳出の改革と縮減の具体的方策を
実現することによって、当面来年度予算の一
般歳出の伸びを今年度に比べてマイナスにす
る。同時に、2003年度までに財政赤字対ＧＤ
Ｐ比を 3％以下とする。財政健全化目標への
達成の軌道がようやくこれによって可能に
なってきたと、そのように考えています。
　幾つか皆さんにお願いをしなければならな
い訳ですが、項目を手短に説明させてくださ
い。
　まず第一に社会保障について。 6つの改革
の 1つとして社会保障構造改革を進めていま
す。財政の視点からも社会保障構造改革が必
要であり、安定的運営の出来る社会保障制度
を構築すること、これを目指すことがこの中
に明記されています。今、医療については社
会保障構造改革の第一歩として国会で法改正
を御審議をいただいておりますが、更に10年
度以降、薬価基準制度の抜本的見直しなどの
諸改革に真正面から取り組むことにしていま
す。
　年金についても大変難しい問題があり、少



子高齢化の下でこのままの給付水準を維持し
ていけば、若い人々の保険料負担が極めて重
いものになってしまいます。何歳から支給を
受けることがいい、またどの程度の額を給付
することがいいのか。こうした課題に取り組
まなければなりません。これは既に11年度に
再計算を予定されている、こうした内容です。
　 2番目に公共投資ですが、近年、景気対策
のために大幅な追加が行われていきます。こ
の公共投資の水準をおおむね景気対策のため
の大幅な追加が行われてきた以前の国民経済
に見合った適正な水準にまで引き下げること
を目指します。このため、公共投資基本計画
の期間を 3年間延長し、当初の計画期間10年
間で見ますと600兆円から470兆円程度へ投資
規模を実質的に減らしていきます。また、公
共事業関係の長期計画についても計画期間を
延長し、投資規模を実質的に減らします。
　更に、公共事業予算の配分についても重点
化をさせていただかなければなりません。例
えば、経済構造改革を進めるという視点を
もって物流の効率化対策に資するものを中心
に優先的、重点的に整理をしたいと考えてい
ます。公共投資予算の各年度の予算額として
は集中改革期間中、各年度その水準の引き下
げを図っていき、まず10年度においては対 9
年度に比べマイナス 7％を上限といたしてお
ります。
　なお、これと並行して公共事業の建設コス
トの縮減については 9年度以降 3年間に少な
くとも10％以上の縮減を目指すことを既に関
係の閣僚会議で決定をし、その方向に進みつ
つあることも皆さん御承知のとおりです。
　 3番目に、防衛関係費です。我が国の安全
保障上の観点と経済、財政事情などを踏まえ
ますと、25兆1,500億円の中期防衛力整備計
画について、今後 3年間は防衛関係費の水準
を抑制するという考え方の下に、残り期間の
物件費の 1 割相当額、これは約9,200億円に
なる訳ですが、この 1割相当額の縮減を行う
べきか、本年中にこの内容を見直すことにい
たしました。また、集中改革期間中、防衛関
係費は対前年度同額以下に抑えることとして
います。
　 4 番目の問題はＯＤＡです。我々は今まで
世界一多くのＯＤＡの供給国として量的な拡

大を続けてきました。今後は、量から質への
転換を図ることに平成10年度から 3年間の集
中改革期間中、ＯＤＡ予算は各年度その水準
の引き下げを図りながら、特に10年度予算に
ついては対 9年度比10％マイナスの額を上限
とすることにしています。その際、ＯＤＡの
質の向上、予算配分の重点化・効率化、民間
資金の活用などを通じて、我が国がこれまで
にお約束をしたＯＤＡの円滑な執行を確保する。
これは当然でありますけれども、今後ともＯ
ＤＡの効果的な実施に努め、我が国の国際貢
献の姿勢を損なうことのないよう、万全を期
していきたいと思っています。
　最後に、 5番目として農林水産関係予算に
ついてであります。ウルグァイ・ラウンド農
業合意関連対策につきましては、農業農村整
備事業を中心に対策期間を 2年延長するとと
もに、新しい国際環境に対応し得る農業経営
の確立、地域特性の活用により資するよう、
事業の内容の見直しを行います。まず総事業
費 6 兆100億円における農業農村整備事業と、
そのほかの事業との事業費の比率、現在これ
は 6対 4になっていますが、これをおおむね
5対 5にすることにいたしました。なお、ウ
ルグァイ・ラウンド農業合意関連対策の予算
上の取扱いについては事業内容の見直しと併
せて予算編成過程で検討することとし、この
旨を財政構造改革会議において私から発言し
ております。
　以上、大きな点について簡単に御説明申し
上げましたが、他の項目についても、今後の
財政構造改革の方向性を深く掘り下げてお示
しをいたします。
　そこで、我々が一緒に考えなければならな
いことは景気対策という問題についてです。
私どもは、これまで不況に対して財政の出動
で対応してきました。今後は、安易に財政に
依存するのではなく、民間需要中心の中長期
的な安定成長につなげていくためには、規制
緩和を始めとした経済の構造改革を積極的に
進めていく。これによって景気の安定を図っ
てまいります。
　今、お話を申し上げました財政構造改革の
推進方策はいずれも極めて厳しい痛みを伴う
苦しい改革であります。国民の皆様にもこの
状況を是非御理解いただき、痛みを分かち
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合っていただくことを心からお願いを申し上
げなければならない、そうした大変厳しい選
択であります。
　世界に例を見ない超高齢化社会を迎えよう
としている中で、今のままの財政構造を放置
し、財政赤字の拡大を招くならば、21世紀の
経済・国民生活が破綻することは必至です。
そうした状況の中で、我々はあらゆる手段を
使いながら活力のある豊かな国民生活を実現
していくことに全力を傾けなければなりませ
ん。それが私たちの子どもたちやあるいは孫
たちの時代に対する責任、そうした思いでこ
の構造改革というものに取り組んでまいりま
した。
　そして、この財政構造改革の試練を乗り越
えることが我々の21世紀に対する責任である。
こうした点について、是非とも御理解と御協
力をいただくことを心からお願いを申し上げ
る次第です。どうぞよろしくお願いします。
（出所 ）首相官邸ウェブ・ページ「橋本内閣

総理大臣演説等」（http://www.kantei.
go.jp/jp/hasimotosouri/speech/1997/ 
0604sori-zaisei.html）。

8-158　 財政構造改革の推進方策に関する特
別措置法案（仮称）の概要

　「財政構造改革の推進方策」（平成 9年
6月 3日財政構造改革会議）及び閣議決
定に沿い、その内容のうち法律化すべき
ものを盛り込んだ法案。

第 1　総則
1　目的
　　この法律は、国及び地方の財政収支が著
しく不均衡な状況にあることにかんがみ、
次の事項を規定。
⑴　財政構造改革の推進に関する国の責務
⑵　財政構造改革の当面の目標及び国の財
政運営の当面の方針
⑶　各歳出分野における改革の基本方針・
集中改革期間における主要な経費の量的
縮減目標
⑷　政府が講ずべき制度改革等
⑸　地方財政の健全化

2 　財政構造改革の趣旨
　　財政構造改革は、将来に向けて更に効率
的で信頼できる行政を確立し、安心で豊か
な福祉社会及び健全で活力ある経済を実現
することが緊要な課題であることにかんが
み、経済構造改革を推進しつつ、財政収支
を健全化し、これに十分対応できる財政構
造を実現するために行われるもの。
3 　財政構造改革の推進に関する国の責務
　　国は、財政構造改革の趣旨にのっとり財
政構造改革を推進する責務を有する。
4  　財政構造改革の当面（平成15年度まで）
の目標
①　国・地方の財政赤字の対ＧＤＰ比 3％
以下

②　特例公債脱却及び公債依存度を引下
げ

5 　財政赤字の対国内総生産比の公表
　　平成10年度から15年度の各年度において
財政赤字の対ＧＤＰ比の見込み値及び実績
値を計算して公表。
6 　国の財政運営の当面の方針
⑴　国は、財政構造改革の当面の目標の達
成に資するよう、財政運営に当たり、一
般歳出の額を抑制するとともに、官と民、
国と地方の役割の見直し等の観点を踏ま
え、特別会計を含むすべての歳出分野を
対象とした改革を推進。

⑵　政府は、平成10年度の当初予算を作成
するに当たり、一般歳出の額が平成 9年
度の当初予算における一般歳出の額を下
回るようにする。

第 2 　各歳出分野における改革の基本方針、
集中改革期間における主要な経費の量的縮
減目標及び政府が講ずべき制度改革等

一　社会保障
1　社会保障関係費に係る改革の基本方針
　　社会保障制度の構造改革を進め、高齢化
等に伴い必要となる社会保障関係費の増加
額をできる限り抑制。
2 　社会保障関係費の量的縮減目標
⑴　平成10年度の当初予算は、平成 9年度
の当初予算の額に3,000億円を加算した
額を下回ること。

⑵　平成11年度・12年度の当初予算の額は、



前年度の当初予算の額におおむね100分
の102を乗じた額を上回らないこと。
 泫 　社会保障関係費の範囲は、集中改革
期間の各年度の当初予算で定める。な
お、他の「主要な経費」についてもこ
れと同様の方法でその範囲を定める。

3 　医療保険制度改革に関する検討
　　医療保険制度の安定的運営を図るため、
平成12年度までのできるだけ早い時期に、
医療保険制度等の抜本的な改革を行うため
の検討を行い、その結果に基づいて必要な
措置を講ずること等
4 　年金制度改革に関する検討
　　集中改革期間中において最初に行われる
財政再計算において、年金給付の在り方、
保険料率の在り方等について検討を加え、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるこ
と等
5  　社会保険事業の事務費に係る国庫負担等
の抑制
　　社会保険事業（年金事業等）の事務費に
係る国庫負担等を抑制するため、国民年金
法、国民年金特別会計法、厚生保険特別会
計法、国家公務員共済組合法等について、
平成10年度から15年度までの特例を規定。
6 　雇用保険制度の見直し
　　平成10年度予算の成立の日までのできる
だけ早い時期に、高年齢求職者給付金の在
り方について廃止を含めて見直し、失業等
給付に係る国庫負担の在り方について検討
を加え、その結果に基づいて必要な措置を
講ずること。
二　公共投資
1　公共事業予算に係る改革の基本方針
　　公共事業に係る予算について、経済構造
改革を早急に推進する必要性、国と地方と
の適切な役割分担等の課題に対応できるよ
う、重点化及び効率化。
2 　公共投資関係費の量的縮減目標
⑴　平成10年度の当初予算の額が平成 9年
度の当初予算の額に100分の93を乗じた
額を上回らないこと。
⑵　平成11年度・12年度の当初予算の額が
前年度の当初予算の額を下回ること。

3 　公共事業長期計画の期間の延長
　　森林整備事業計画、治山事業 5箇年計画、

治水事業 5箇年計画、港湾整備 5箇年計画、
特定交通安全施設等整備事業 5箇年計画、
下水道整備 5箇年計画、都市公園等整備 5
箇年計画、廃棄物処理施設整備計画の 2年
延長のための所要の措置。

三　文教
1　文教予算に係る改革の基本方針
　　文教予算について、児童又は生徒の数の
減少に応じた合理化、受益者負担の徹底等
の観点から、義務教育及び国立学校に対す
る一般会計の負担並びに私立学校に対する
助成等の在り方について見直し、抑制。
2  　国立学校特別会計への繰入れ・私立学校
に対する助成の総額の量的縮減目標
⑴　集中改革期間の各年度の当初予算にお
ける国立学校特別会計への一般会計から
の繰入金の額が前年度の当初予算の額を
上回らないこと。

⑵　集中改革期間の各年度の当初予算にお
ける私立学校助成費（経常費補助）の額
が前年度の当初予算の額を上回らないこ
と。

3 　教職員改善計画の計画期間の 2年延長
　　教職員改善計画の計画期間の 2年延長の
ための所要の措置。

四　防衛
1　防衛関係費に係る改革の基本方針
　　我が国の安全保障上の観点と経済事情及
び財政事情等を勘案し、節度ある防衛力の
整備を行う必要があることを踏まえつつ、
防衛関係費について、財政構造改革の推進
の緊要性に配意して、抑制。
2 　防衛関係費の量的縮減目標
　　集中改革期間の各年度の当初予算の防衛
関係費（ＳＡＣＯ関連経費を除く。）の額が
前年度の当初予算の額を上回らないこと。

五　政府開発援助
1　政府開発援助に係る改革の基本方針
　　政府開発援助について、量的拡充から質
の向上へ転換。
2 　政府開発援助費の量的縮減目標
⑴　平成10年度の当初予算の額が平成 9年
度の当初予算の額に10分の 9を乗じた額
を上回らないこと。

⑵　平成11年度・12年度の当初予算の額が
前年度の当初予算の額を下回ること。
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六　農林水産
1　農林水産関係予算に係る改革の基本方針
　　農林水産業の担い手に対して施策を集中
的に行い、市場原理の一層の導入等を図る
ことにより、農林水産関係予算について、
重点化及び効率化。
2 　主要食糧関係費の量的縮減目標
　　集中改革期間の各年度の当初予算の額が
前年度の当初予算の額を上回らないこと。
七　科学技術
1　科学技術振興費に係る改革の基本方針等
⑴　科学技術基本計画の実施に当たり、原
子力、宇宙開発、防衛等に係る研究に関
する経費を極力抑制。同計画の弾力的な
取扱い。
⑵　科学技術振興費について、重点化及び
効率化を進めるとともに、集中改革期間
中においては科学技術振興費以外の経費
との均衡に配慮。

2 　科学技術振興費の量的縮減目標
⑴　平成10年度の当初予算の額が平成 9年
度の当初予算の額におおむね100分の105
を乗じた額を上回らないこと。
⑵　平成11年度及び平成12年度の当初予算
の対前年度増加額をできる限り抑制。

3  　研究開発機関等の統合又は廃止に関する
計画の作成
　　集中改革期間中に、国の試験研究機関、
特殊法人等の統廃合計画を作成。
八　エネルギー対策
1　エネルギー対策に係る改革の基本方針
　　石炭並びに石油及びエネルギー需給構造
高度化対策特別会計のすべての歳出を見直
し、一般会計からの繰入額を縮減。
　　電源開発促進対策特別会計について、す
べての歳出を見直し、電源立地対策及び電
源多様化対策を一層効率化。
2 　エネルギー対策費の量的縮減目標
　　集中改革期間の各年度の当初予算の額が
前年度の当初予算の額を上回らないこと。
九　中小企業対策
1　中小企業対策費に係る改革の基本方針
　　中小企業対策費について、中小企業者等
の活力及び地方公共団体の役割を尊重する
観点から、すべての歳出を見直し。

2 　中小企業対策費の量的縮減目標
　　集中改革期間の各年度の当初予算の額が
前年度の当初予算の額を上回らないこと。

十　人件費の抑制
　　集中改革期間中においては、適切な措置
を講ずることにより、人件費の総額を極力
抑制。

十一　その他の事項に係る経費の抑制
　　集中改革期間の各年度の当初予算のその
他の事項に係る経費が、前年度の当初予算
の額を極力上回らないよう、抑制。

十二　補助金等の見直し
1　補助金等の見直し
　　社会経済情勢の変化、官と民、国と地方
の役割分担の在り方を踏まえ、すべての分
野において、国の補助金等を見直し。
2  　地方公共団体に対して交付される補助金
等の削減等
⑴　制度等見直し対象補助金等は、制度又
は施策の見直しや事業等の見直しを行う
ことにより、削減又は合理化を図る。

⑵　その他補助金等は、集中改革期間の各
年度の当初予算の所管ごとの額が前年度
の当初予算の所管ごとの額に10分の 9を
乗じた額を上回らないようにする。

泫　地方公共団体及び特殊法人等以外の者
に対して交付される補助金等も同様。

3  　特殊法人等に対して交付される補助金等
の削減等

　　交付の対象となる事業等の見直しを行う
ことにより、削減又は合理化を図る。
4  　補助金等の交付の決定に関し各省各庁の
長が講ずべき措置

　　各省各庁の長は、補助金等の交付決定額
等の下限を定めること、補助金等の交付決
定の概要等を公表すること等の措置を講ず
る。

第 3　地方財政の健全化
1  　財政構造改革の推進に関する地方公共団
体の責務

　　地方公共団体は、財政構造改革の当面の
目標の達成に資するよう、財政構造改革に
努め、その財政を自主的かつ自立的に健全
化。



2 　地方公共団体に対する行財政上の措置
　　政府は、地方公共団体の財政の自主的か
つ自立的な健全化が円滑に推進されるよう、
地方公共団体に対し、適切に行政上及び財
政上の措置を講ずる。
3 　地方一般歳出の額の抑制等のための措置
⑴　政府は、財政構造改革の当面の目標の
達成に資するため、地方一般歳出の額が
抑制されたものとなるよう、必要な措置
を講ずる。
⑵　政府は、平成10年度の地方財政計画に
おける地方一般歳出の額が、平成 9年度
の地方一般歳出の額を下回るよう、必要
な措置を講ずることとする。

第 4　附則
　　政府は、この法律の施行後必要に応じ、
財政構造改革の実施状況等を勘案し、国及
び地方公共団体の財政の在り方について検
討を加え、財政構造改革の当面の目標の達
成のため必要があると認めるときは、更な
る歳出の改革と縮減のための措置を講ずる
こととする。

当初の予算作成に当たっての「主要な経費」
に係る量的縮減目標等

10年度 11年度・12年度
社会保障関係費 3,000億円を加

算した額を下回
るようにする。

おおむね 102/
100を乗じた額
を上回らないよ
うにする。

公共投資関係費 93/100を乗じた
額を上回らない
ようにする。

前年度の額を下
回るようにする。

文 教 予 算
国立学校特別
会計へ繰入
私学助成（経
常費）

前年度の額を上回らないようにす
る。
前年度の額を上回らないようにす
る。

防 衛 関 係 費 前年度の額を上回らないようにす
る。

政府開発援助費 9 /10を乗じた
額を上回らない
ようにする。

前年度の額を下
回るようにする。

主要食糧関係費 前年度の額を上回らないようにす
る。

科学技術振興費 おおむね 105/
100を乗じた額
を上回らないよ
うにする。

増加額をできる
限り抑制する。

エネルギー対策費 前年度の額を上回らないようにす
る。

中小企業対策費 前年度の額を上回らないようにす
る。

人 件 費 総額を極力抑制する。
そ の 他 前年度の総額を極力上回らないよ

う、抑制する。
一 般 歳 出 前年度の額を下

回るようにする。
［平成15年度まで］
抑制する。

地方財政計画
一 般 歳 出

政府は、前年度
の額を下回るよ
う、必要な措置
を講ずる。

［平成15年度まで］
政府は、抑制さ
れたものとなる
よう、必要な措
置を講ずる。

（出所 ）財政制度審議会総会（第 2 回）及び
法制部会（第 1 回）合同会議　平成 9
年 9 月25日配布資料（9）（財政制度審
議会「平成 9 年度　財政制度審議会資
料集　総会・企画部会・法制部会・財
政計画等特別部会・財政構造改革特別
部会編」91-97ページ）。

8-159　 国鉄長期債務の本格的処理について
～平成10年度予算要求～

平成 9年10月運輸省鉄道局

国鉄改革の総仕上げに向けて、国鉄長期
債務の本格的処理を実施する。

基本的な考え方
○　国鉄長期債務の本格的処理は、昭和62年
4 月 1 日に実施された国鉄改革の総仕上げ
のために避けては通れない課題である。ま
た、財政構造改革を実施していくための不
可欠の課題である。

○　国鉄清算事業団に残る土地等の資産が乏
しくなった状況下では、事業団がその自主
財源によって国鉄長期債務の処理を行うと
いう現行のスキームは、破綻している。

○　このため、国鉄長期債務を国の債務とし
て位置付け、国においてその本格的処理を
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早急に実施する必要がある。

具体的な処理
1．国鉄長期債務については、その処理の状
況を明らかにするため、「国鉄長期債務整
理特別会計」（仮称）を設置する。
①　有利子債務及び無利子債務は、特別会
計が承継する。

   　年金追加費用等は特殊法人が支払うが、
その支払いの原資に充てるため、特別会
計が特殊法人に対して年金関係債務（有
利子の確定債務）を負担する。
②　有利子債務（年金関係債務を含む。）
の利払い分の全額及び元本償還分の一部
は、一般会計から特別会計に対して国債
費として繰り入れる。
③　無利子債務は、特殊法人からの資産処
分収入納付金に応じて、一般会計に償還
する。
④　有利子債務の元本の借換えのために必
要な資金は、特別会計において、特別会
計債券及び借入金によって調達する。

2．国鉄長期債務の処理財源は、特殊法人か
らの資産処分収入納付金及び一般財源によ
ることとする他、今後の与党における検討
等を踏まえ引き続き調整する。
3．国鉄長期債務の処理に係る金利負担の軽
減を図る。このため、既存の財投借入金に
ついて金利軽減措置を講ずるとともに、今
後の資金調達について税制上の特典を付け
た無利子債券の発行の措置を講ずる。
4．国鉄清算事業団は、整理する。このため、
職員の再就職対策を講ずる。
5．国鉄清算事業団の残る業務、権利義務等
は、他の特殊法人（日本鉄道建設公団）が
承継する。
  特殊法人は、特例的・暫定的な業務とし
て、次の業務を行う。
①　残る資産を処分し、その収益を特別会
計に納付する。

②　特別会計からの年金関係債務の元金償
還金を原資として、年金追加費用等の支
払いを行う。

③　旧国鉄時代以来の業務その他国鉄清算
事業団から引き継いだ業務を行う。

6．特別会計の設置及び国鉄長期債務の承継、
国鉄清算事業団の整理及び特殊法人による
業務、権利義務等の承継は、平成10年10月
1 日に実施する。

平成10年度における財政上・税制上の措置
○予算措置 （前年度予算）

百万円 百万円
　・ 国鉄清算事業団に
対する補助 40,100 （ 40,100）

　・ 国鉄長期債務整理
特別会計（仮称）
に対する一般会計
からの繰入れ（国
債費） 690,000 （ ―）

○財政投融資
　・財政投融資 2,172,800 （ 903,500）

上半期（国鉄清
算事業団） 868,700
下半期（国鉄長
期債務整理特別
会計（仮称）） 1,304,100

　・ 既存の財政投融資
借入金について金
利軽減措置を講ず
ること。 事項要求 （ ―）

○税制上の措置
　・ 無利子債券の発行に係る所得税・法人税
の特例措置の創設 （新規　国税）

　・ 国鉄清算事業団の整理に伴い日本鉄道建
設公団に承継される業務等に係る課税の
特例措置 （新規　国税・地方税）

　・ 国鉄長期債務の本格的処理のための所要
の税制上の措置



国鉄長期債務の本格的処理の方式（参考図）

国鉄長期債務整理特別会計（仮称）［10年度通年ベースの試算］

○一般会計
　 　13,700億円

［財源の内訳］
　※無利子債務償還分
　　　　　　3,800億円
　その他の財源
　　　　　9,900億円

○資産処分収入
　　   5,600億円

○市中・財投
　　 29,000億円

①一般会計繰入れ（国債費）

　
　利子の全額

　元本の一部

13,700億円

9,700億円

4,000億円

③債券・借入金（借換え）

②無利子債務（8.3兆円）償還

①有利子債務（19.5兆円）償還

　利子

　元本
［元本処理財源の内訳］
　○一般会計
　○納付金
　○借換え

○16兆円の有利子債務の
　元利償還（一般債権者）

　うち、厚生年金債務分

○3.5兆円の年金関係債務
　の元利償還（承継法人）

3,400億円

500億円

41,100億円

※一般会計への償還
3,800億円

44,500億円

9,700億円

34,800億円

4,000億円
1,800億円
29,000億円

5,600億円

3,800億円
1,800億円

3,800億円

48,300億円

29,000億円

48,300億円

収 入 支 出

②承継法人納付金収入

　無利子債務分
　有利子債務分

（出所 ）「国鉄長期債務の本格的処理について～平成10年度予算要求～　平成 9年10月　運輸省鉄道局」、
財政制度審議会歳出の削減合理化等に関する特別部会（第 1回）平成 9年10月16日配布資料（6）
「国鉄長期債務の本格的処理について」（財政制度審議会「平成 9年度　財政制度審議会資料集　
歳出の削減合理化等に関する特別部会編」41-47ページ）。

一　般　会　計

国

特　別　会　計

特　殊　法　人

年金の負担

支払い

資産の処分

その他の承継業務

有　利　子　債　務

有利子債務
約16兆円

年金関係債務
（有利子債務）
約3.5兆円

無利子債務
約8.3兆円

繰入れ（国債費）
・利払い
・元本償還の一部

特別会計が
資金を調達
（元本償還分）

債権債務の
関係

債権者に
元利支払い

償 還

○ 特別会計債券

無利子債券

○ 借入金

（注）債務残高は、平成10年度首時点の
　　　見込額である。

債権債務の
関係

償 還 資産処分収入納付金
（特別会計収入）
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8-160　国鉄長期債務問題について

〔財政制度審議会歳出の削減合理化等に関する特別部会（第 6回）　平成 9年12月 8 日　配布資
料（3）「国鉄長期債務問題について（説明資料）」（抄）〕

Ⅰ ．平成 9年12月 3 日の財政構造改革会議企画委員会（国鉄長期債務問題第 7回）において提
示された座長案

国鉄長期債務の処理策について
1 ．国鉄長期債務の現状

27.8兆円

有利子債務　15.2
（うち運用部7.5、簡保0.6）

一般会計に帰属（運用部・簡保分は繰上償還）

国が承継

資産も承継

法人

無利子債務
8.3

年金等負担金
4.3

2 ．毎年度の利払費等
○　有利子債務の利払費
・ 　元本償還分を借換により資金調達した場合 6600億円程度

○ 　年金等負担金（厚生年金移換金債務を含む）の支払 4000億円程度
・ 　昭和31年 6 月以前の期間分に係る年金等負担金

（総支払見込額は6.7兆円）
3400億円程度

・ 　厚生年金統合に伴う移換金債務
（元本7,700億円を19年間で分割償還）

600億円程度

3．処理策の骨格
○ 　処理策においては、年金等負担金の支払（厚生年金移換金債務の償還を含む）、利払費、
元本償還に分けて考える。
○ 　年金等負担金の支払は、法人が行うこととし、その財源については、①土地・株式の売
却収入等の自主財源、②一般会計からの補助金、及び③ＪＲ負担（調整中）を充てること
とする。
○　有利子債務（15.2兆円）及び無利子債務（8.3兆円）は、国に承継させる。
○ 　有利子債務の利払費については、①資金運用部・簡保の借入金、引受債（8.1兆円）の
繰上償還により金利負担を軽減した上で、②郵貯特会からの特別繰入れ、③税負担を財源
に充てることとする。
○ 　元本償還に要する財源については、上記の財源の一部を充てるほか、当面は、一般会計
の歳出・歳入両面にわたる努力により対応することとする。



〔通年ベース〕

注 1）初年度である10年度は、繰上償還の時期、方法、金利水準等により額は変動する。
注 2）平成10年度から平成14年度までの 5年間とする。
注 3）有利子債務（約15.2兆円）及び無利子債務（約8.3兆円）を60年で償還する場合に要する額。
注 4）最終的には、年金負担が縮小していくことに伴い確保される財源等により対応。

年金等負担金 ≪法人≫

4000億円程度

利　払　費

（10年度中に借り
換えた債務の利
子分を含む）

6600億円程度

≪ 国 ≫

4100億円程度

元　本　償　還

≪ 国 ≫

元本償還のための
財源

4000億円程度
（注 3） （注 4）

土地・株式の売却収入
等の自主財源

一般会計からの補助金
（運輸省予算）
650億円程度

JR負担　　調整中

資金運用部・簡保の
繰上償還による金利
負担軽減
　  2500億円程度

（注 1）

（注 2）

　　その他の方策
（当面は一般会計の
　歳出・歳入両面に
　わたる努力により
　対応）

　  

郵貯特会からの特別
繰入れ
　  2000億円程度

税　負　担

4000億円程度

（厚生年金移換金
債務を含む）

金利負担軽減後の
利払費
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〔財政制度審議会歳出の削減合理化等に関する特別部会（第 6回）　平成 9年12月 8 日　配布資
料（4）「国鉄長期債務問題について（参考資料）」（抄）〕

財政構造改革会議企画委員会［国鉄長期債務関係］開催状況
第 1回　10／ 1 （水）　財政当局及び運輸省からのヒアリング

第 2回　10／ 7 （火）　国鉄改革関係者からのヒアリング
　　　　　　　　　　　・ 亀井正夫氏（住友電気工業株式会社相談役（元国鉄再建管理委員会

委員長））
　　　　　　　　　　　・ 加藤　寛氏（千葉商科大学学長（元国鉄再建管理委員会委員長代理））

第 3回　10／16（木）　国鉄長期債務の本格的処理のための具体的処理方策について
　　　　　　　　　　　・ 今後の利子及び年金等負担金の見通し
　　　　　　　　　　　・ 年金関係の負担について
　　　　　　　　　　　・ 財投資金の繰上償還あるいは金利減免
　　　　　　　　　　　・ 相続税軽減等の特典を付けた無利子国債の発行

第 4回　10／29（水）　 「財投・郵貯」「年金等・ＪＲ負担」「無利子国債」「特定財源」の 4 グ
ループからの検討結果報告及びその他の選択肢について

第 5回　11／ 5 （水）　ＪＲからのヒアリング等

第 6回　11／13（木）　国鉄長期債務の本格処理のための具体的処理方策について
　　　　　　　　　　　・ 具体的処理策についての議論（フリーディスカッション）
　　　　　　　　　　　・ 整備新幹線の取扱いについて

第 7回　12／ 3 （水）　国鉄長期債務の処理のための具体的方策について
　　　　　　　　　　　・座長案の提示

財政構造改革の推進について（抜粋）
平成 9年 6月 3日
閣 議 決 定

7．清算事業団債務
　財政構造改革を実現していくためには残高が28兆円にものぼる本問題を本格的に処理するこ
とが不可欠である。
　現在、与党内において進められている検討では、これまで以下の方策が掲げられている。
・自主財源による債務償還
・財投資金の繰上償還あるいは金利減免
・相続税軽減等の特典を付けた無利子国債の発行
・歳出全般の大胆な見直し
・交通機関利用者全体の負担
・ＪＲによる負担
・鉄道利用税等の形によるＪＲ利用者の負担
・揮発油税等道路財源の活用
・事業団債務の一般会計への付け替え



・増税による国民負担
　将来世代へ負担を先送りするという形での安易な処理を回避するため、情報の公開・債務増
大の原因の分析を行いつつ、国民の理解と納得が得られるよう、これらを含むあらゆる方策に
つき個別具体的に検討を行い「平成 9年中に成案を得る」（平成 8年12月25日閣議決定）こと
とする。
（出所 ）財政制度審議会「平成 9 年度　財政制度審議会資料集　歳出の削減合理化等に関する

特別部会編」579-582ページ、585-587ページ。
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8-161　平成10年度一般会計概算要求額調
 9 年 9 月 9 日

（単位　百万円）

所　管 前年度予算額 平成10年度
概算要求額 比較増△減額 伸　率

（％） 備　考

皇 室 費 6,725 6,725 0 0.0
国 会 129,060 137,114 8,054 6.2
裁 判 所 310,788 313,824 3,036 1.0
会 計 検 査 院 16,126 16,302 176 1.1
内 閣 18,035 18,360 325 1.8
総 理 府 9,209,897 9,009,298 △ 200,599 △ 2.2
防 衛 庁 4,947,263 4,941,100 △ 6,163 △ 0.1
そ の 他 4,262,634 4,068,198 △ 194,436 △ 4.6

法 務 省 577,541 587,361 9,820 1.7
外 務 省 774,799 719,941 △ 54,858 △ 7.1
大 蔵 省 1,946,559 1,947,834 1,275 0.1
文 部 省 5,819,763 5,870,599 50,836 0.9
厚 生 省 14,716,745 14,991,489 274,744 1.9
農 林 水 産 省 3,121,684 2,948,538 △ 173,146 △ 5.5
通 商 産 業 省 924,955 922,845 △ 2,110 △ 0.2
運 輸 省 953,533 899,867 △ 53,666 △ 5.6
郵 政 省 83,728 84,293 565 0.7
労 働 省 502,539 502,254 △ 285 △ 0.1
建 設 省 5,889,076 5,245,833 △ 643,243 △ 10.9
自 治 省 105,147 167,410 62,263 59.2

物流効率化による経
済構造改革特別枠 ― 150,000 150,000 ―

生活関連等公共事業
重点化枠 ― 250,000 250,000 ―

計（ 一 般 歳 出 ） 45,106,700 44,789,887 △ 316,813 △ 0.7
国 債 費 16,802,329 18,055,750 1,253,421 7.5
地方交付税交付金 15,480,975 17,707,896 2,226,921 14.4

合　計 77,390,004 80,553,533 3,163,529 4.1

（注 1  ）「計（一般歳出）」には、前年度において「産業投資特別会計へ繰入等」で整理していた金額（平
成 9年度1,300,000百万円）を含んでいる。

（注 2  ）上記以外にも、運輸省から国鉄長期債務の処理に要する経費について、農林水産省から国有林
野事業特別会計の累積債務の処理に要する経費について、要求がある。



総理府所管（除防衛庁）内訳
（単位　百万円）

組　織 前年度予算額 平成10年度
概算要求額 比較増△減額 伸　率

（％） 備　考

総 理 本 府 等 56,153 62,959 6,806 12.1
警 察 庁 254,082 255,271 1,189 0.5
総 務 庁 1,556,233 1,523,928 △ 32,305 △ 2.1
北 海 道 開 発 庁 1,005,932 896,671 △ 109,261 △ 10.9
経 済 企 画 庁 22,636 15,158 △ 7,478 △ 33.0
科 学 技 術 庁 571,411 590,478 19,067 3.3
環 境 庁 79,304 78,797 △ 507 △ 0.6
沖 縄 開 発 庁 333,231 300,009 △ 33,222 △ 10.0
国 土 庁 383,652 344,927 △ 38,725 △ 10.1

小　計 4,262,634 4,068,198 △ 194,436 △ 4.6

（参考 1）
1．特別会計の新設等要求

農林水産省 国有林野事業特別会計（改組）
運 輸 省 国鉄長期債務整理特別会計（仮称）

2．特殊法人の新設等要求
科学技術庁 名称未定

（動力炉・核燃料開発事業団の改組）
通商産業省 日本貿易振興会

（日本貿易振興会とアジア経済研究所の統合）
運 輸 省 日本国有鉄道清算事業団（廃止）

3．定員の増加要求
一 般 会 計 △2,714人
特 別 会 計 4,745人
計 2,031人

4 ．機構の要求（主なもの）
⑴　局

大 蔵 省 金融局（仮称）（証券局及び銀行局廃止）
国際局（仮称）（国際金融局廃止）

⑵　施設等機関
厚 生 省 国立児童自立支援施設（国立教護院の名称変更）
農林水産省 真珠研究所（廃止）

⑶　特別の機関
外 務 省 （在外公館）

在チェンマイ総領事館
在デンヴァー総領事館
在クライストチャーチ総領事館
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5 ．財政投融資計画要求額調
（ 9年度計画額） （10年度要求額） （増△減額） （伸　率）
513,571億円 502,472億円 △11,099億円 △2.2％
うち　一般財政投融資 うち　一般財政投融資 うち　一般財政投融資
393,271億円 372,472億円 △18,799億円 △4.8％

（出所 ）財政制度審議会総会（第 2 回）及び法制部会（第 1 回）合同会議　平成 9 年 9 月25日　
配布資料（6）「最近の財政事情について　○平成10年度一般会計概算要求額調　平成 9
年 9月25日　大蔵省主計局」（財政制度審議会「平成 9年度　財政制度審議会資料集　総
会・企画部会・法制部会・財政計画等特別部会・財政構造改革特別部会編」79-81ページ）。



8-162　財政事情の試算
（名目成長率1.75％～ 3.5％を前提）

（単位：兆円、％）
9年度
1997年度

10年度
1998年度

11年度
1999年度

12年度
2000年度

13年度
2001年度

14年度
2002年度

15年度
2003年度

歳
　
　
出

1． 国 債 費 16.8
（4.7）
17.6

（2.1）（6.2）
18.0 ～ 18.7

（1.3）（3.3）
18.2 ～ 19.3

（▲3.0）（▲1.1）
17.6 ～ 19.1

（0.0）（1.7）
17.6 ～ 19.4

（0.0）（1.6）
17.6 ～ 19.7

2 ． 地 方 交 付 税 15.5
（10.5）（12.6）
17.1 ～ 17.4

（1.8）（4.4）
17.4 ～ 18.2

（2.2）（4.1）
17.8 ～ 18.9

（2.1）（3.9）
18.2 ～ 19.7

（▲0.4）（1.7）
18.1 ～ 20.0

（2.3）（4.2）
18.5 ～ 20.8

3 ． 一 般 歳 出

2％ ［－0.32］
（2.0）
45.7

（2.0）
46.6

（2.0）
47.6

1％ 45.1
（▲0.7）
44.8

（0.0）
44.8±α

（0.0）
44.8±β

（1.0）
45.2

（1.0）
45.7

（1.0）
46.2

0％
（0.0）
44.8

（0.0）
44.8

（0.0）
44.8

計

2％
（0.9）（1.7）
81.5 ～ 84.4

（1.0）（1.9）
82.3 ～ 86.0

（1.6）（2.4）
83.7 ～ 88.1

1％ 77.4
（2.7）（3.1）
79.5 ～ 79.8

（0.9）（2.3）
80.2 ～ 81.7

（0.8）（1.7）
80.8 ～ 83.0

（0.3）（1.2）
81.0 ～ 84.0

（0.5）（1.3）
81.4 ～ 85.1

（1.1）（1.9）
82.3 ～ 86.7

0％
±α　 ±α ±β　 ±β（▲0.2）（0.6）

80.6 ～ 83.5
（▲0.1）（0.8）
80.5 ～ 84.2

（0.5）（1.4）
80.9 ～ 85.3

歳
　
　
入

1． 税収、その他収入 60.7
（1.8）（3.7）
61.8 ～ 62.9

（1.4）（3.3）
62.6 ～ 65.0

（2.2）（4.1）
64.0 ～ 67.7

（1.9）（3.9）
65.2 ～ 70.3

（1.7）（3.6）
66.3 ～ 72..8

（1.9）（3.8）
67.6 ～ 75.6

2 ． 公 債 金 収 入 16.7
［－1.95］

14.8
［－1.25］

13.5
［－1.25］

12.3
［－1.25］

11.0
［－1.25］

9.8
［－1.25］

8.5

四 条 公 債 9.2
［－0.7］

8.5

特 例 公 債 7.5
［－1.25］

6.2

計 77.4
（▲1.1）（0.4）
76.5 ～ 77.7

（▲0.5）（1.1）
76.1 ～ 78.5

（0.2）（1.8）
76.3 ～ 79.9

（0.0）（1.7）
76.3 ～ 81.3

（▲0.2）（1.6）
76.1 ～ 82.6

（0.0）（1.9）
76.1 ～ 84.1

要 調 整 額
（ 歳 出 － 歳 入 ）

2％ 5.2 ～ 3.2 6.2 ～ 3.4 7.6 ～ 4.0
1％ ― 2.9 ～ 2.1 4.0 ～ 3.2 4.5 ～ 3.1 4.8 ～ 2.7 5.3 ～ 2.5 6.2 ～ 2.6
0％ ±α  ±α ±β  ±β 4.3 ～ 2.3 4.4 ～ 1.6 4.8 ～ 1.2

（参考） （単位：％）
国・地方の財政赤字対GDP比 5.4 4.8 ～ 4.8 4.3 ～ 4.2 4.0 ～ 3.9 3.5 ～ 3.4 3.1 ～ 3.1 2.6 ～ 2.5
＊　国・地方の財政赤字対GDP比は、本試算の公債減額が実現できた場合の仮定計算である。
○ 　この試算は、「財政構造改革の推進に関する特別措置法案」において、財政構造改革の当面の目標として、平成15年度
（2003年度）までに、国及び地方公共団体の財政赤字の対国内総生産比を 3％以下とし、国の一般会計において特例公債依
存から脱却することとされていること等を踏まえ、平成15年度（2003年度）までの財政事情を、一定の仮定の下に機械的に
試算したものである。また、本試算は、将来の予算編成を拘束するものではなく、ここに計上された計数は、試算の前提等
に応じ変化するものである。

（注） 1．国　債　費　……  10年度については、概算要求を踏まえた計数。11年度以降については、経済成長率に応じ金利
を仮置きして計算。

2．地方交付税　…… 法定率分（名目成長率×弾性値1.2（ 9 年度税制改正の影響等を調整。））＋特例措置分
3．一 般 歳 出　……  10年度については、概算要求ベースの44.8兆円（44兆7,900億円）で仮置きし、11年度及び12年

度については、10年度と同額で仮置き。13年度以降については、 0％、 1 ％、 2 ％でそれぞれ
等率で伸ばした額を仮置き。

4．税　　　収　…… 名目成長率×弾性値1.1（ 9 年度税制改正の影響等を調整。）
5．その他収入　…… 名目成長率等
6．公債金収入　……  10年度については四条公債は 9 年度の発行額から7,000億円減額した額を、特例公債は12,500億

円減額した額を仮置き。11年度以降については10年度の発行額から毎年度12,500億円ずつ機械
的に減額した額を仮置き。

7．各欄の左側の計数は、名目経済成長率1.75％の場合であり、右側の計数は名目経済成長率3.5％の場合。
8．（　）書は対前年度伸率であり、［　］書は対前年度比較増減額。

（備考）　 　運輸省から要求がある国鉄長期債務の処理に要する経費及び農林水産省から要求がある国有林野事業特別会計の累
積債務の処理に要する経費について、仮に要求通りに処理したとした場合に上記の要調整額に追加される額

（単位：兆円）
国　鉄　長　期　債　務 ― 0.7 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4
国有林野特会累積債務 ― 0.1 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

計 ― 0.8 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7
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（参考） 要調整額の推移

（兆円）

要調整額
（兆円）

（+1.7）（+1.7）（+1.7）
5.2 6.2 7.6 2%

（+0.8） （+1.7）（+1.7） 4.8 5.3 6.2 1% 一般歳出伸率
2.9 4.0 4.5 4.3 4.4 4.8 0%

（兆円） 【名目成長率3.5％の場合】

【名目成長率1.75％の場合】

75

80

85

90

9
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10
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11
（1999）

12
（2000）

13
（2001）

14
（2002）

15
（2003）

（年度）

75

80

85

90

9
（1997）

10
（1998）

11
（1999）

12
（2000）

13
（2001）

14
（2002）

15
（2003）

（年度）

歳出

歳出

歳入（試算の公債減額を前提）

歳入
（試算の公債減額を前提）

要調整額

要調整額

2％

1％
0％

3.7

要調整額
（兆円）

（+1.7）（+1.7）（+1.7）
3.2 3.4 4.0 2%

（+0.8） （+1.7）（+1.7） 2.7 2.5 2.6 1% 一般歳出伸率
2.1 3.2 3.1 2.3 1.6 1.2 0%2.9

3.72.9

2.9
2.1

運輸省から要求がある国鉄長期債務の処
理に要する経費及び農林水産省から要求
のある国有林野特別会計の累積債務の処
理に要する経費について、仮に要求通り
処理した場合。

運輸省から要求がある国鉄長期債務の処
理に要する経費及び農林水産省から要求
のある国有林野特別会計の累積債務の処
理に要する経費について、仮に要求通り
処理した場合。

一般歳出伸率

2％

1％
0％

一般歳出伸率

（注）歳入については、公債金収入を10年度は9年度の発行額から1.95兆円減額し、11年度以降1.25兆円
　　 ずつ機械的に減額した額を仮置きしている。

（出所 ）財政制度審議会財政構造改革特別部会（第 1 回）平成 9 年10月14日配布資料（5）「財
政事情の試算」（財政制度審議会「平成 9年度　財政制度審議会資料集　総会・企画部会・
法制部会・財政計画等特別部会・財政構造改革特別部会編」415ページ及び520ページ）。
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B±
C－
D

（
歳
出
）

国
債

費
16
8,0
23

17
5,8
00

7,8
00

17
1,0
00

3,0
00
金
利
2.5
％
で
積
算（
要
求
3.8
％
）。

地
方
交
付
税

15
4,8
10

17
1,0
00

16
,20
0

17
1,0
00

16
,20
0

＋
0.3（
±
A
±
B）

＋
0.3（
±
A
±
B）

＋
0.3（
±
A
±
B）
は
、
±
A
±
Bの
ハ
ネ
返
り（
0.3
は
仮
置
）。

－
E

－
E
加
算
は
自
治
省
要
求（
13
,90
0億
円
）で
計
上（
9
年
度
予
算
3,6
00
億
円
）。

一
般

歳
出

45
1,0
67

44
7,9
00

▲
3,2
00

44
7,9
00

▲
3,2
00

－
F

－
F

計
77
3,9
00

79
4,7
00

20
,80
0

78
9,9
00

＋
0.3（
±
A±
B）
－
E－
F

16
,00
0

＋
0.3（
±
A±
B）
－
E－
F

要
調
整
額
（
歳
出
－
歳
入
）

29
,40
0

14
,90
0±
0.7
A
±
0.7
B＋
D
　

　
±
C＋
E＋
F

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
3
回
）
平
成
9
年
12
月
15
日
配
付
資
料
（
1）
「
平
成
10
年
度
財
政
事
情
」（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
9
年
度
　
財
政
制
度

審
議
会
資
料
集
　
総
会
・
企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
・
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
編
」
26
1ペ
ー
ジ
）。
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平成10年度　　593
8-
16
4　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
総
　
論

　
 　
集
中
改
革
期
間
の
初
年
度
で
あ
る
平
成
10
年
度
の
予
算
編

成
に
当
た
っ
て
は
、
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に

つ
い
て
』
及
び
財
政
構
造
改
革
法
に
盛
り
込
ま
れ
た
歳
出
の

改
革
と
縮
減
の
具
体
的
方
策
を
着
実
に
実
施
し
、
財
政
健
全

化
目
標
の
達
成
に
向
け
全
力
を
尽
く
し
て
い
く
こ
と
が
肝
要
。

○
 　
平
成
10
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、『
財
政
構
造
改
革
法
』
に
規
定
さ
れ
た
、
主
要
な
経
費
毎
の
メ
リ
ハ
リ
の
効
い
た
量
的
縮
減
目
標
に

沿
っ
て
、「
一
切
の
聖
域
な
し
」
で
歳
出
の
改
革
と
縮
減
を
進
め
、
一
般
歳
出
対
前
年
度
比
▲
5,7
05
億
円
、
▲
1.3
％
と
過
去
最
大
の
削
減

幅
を
達
成
。

キ
ャ
ッ
プ
（
対
9
年
度
）

平
成
10
年
度
予
算

社
会
保
障
関
係
費

＋
3,0
00
億
円
未
満

＋
2,9
29
億
円
（
＋
2.0
％
）

　（
9
年
度
 1
45
,50
1億
円
⇒
10
年
度
 1
48
,43
1億
円
）

公
共
投
資
関
係
費

▲
7
％
以
下

公
共
事
業
関
係
費
に
つ
い
て
▲
7.8
％

　（
9
年
度
 9
7,4
47
億
円
⇒
10
年
度
 8
9,8
53
億
円
）

文
教
予
算

　
国
立
学
校
特
別
会
計
へ
繰
入

同
額
以
下

▲
1.4
％
 （
9
年
度
 1
5,5
50
億
円
⇒
10
年
度
 1
5,3
35
億
円
）

　
私
学
助
成
（
経
常
費
助
成
）

同
額
以
下

±
0.0
％
 （
9
年
度
  
3,6
99
億
円
⇒
10
年
度
  
3,6
99
億
円
）

防
衛
関
係
費

同
額
以
下

▲
0.2
％
 （
9
年
度
 4
9,4
75
億
円
⇒
10
年
度
 4
9,3
97
億
円
）

（
SA
CO
除
き
）

▲
0.3
％
 （
9
年
度
 4
9,4
14
億
円
⇒
10
年
度
 4
9,2
90
億
円
）

O
D
A
予
算

▲
10
％
以
下

▲
10
.4％
（
9
年
度
 1
1,6
87
億
円
⇒
10
年
度
 1
0,4
73
億
円
）

主
要
食
糧
関
係
費

同
額
以
下

▲
0.1
％
 （
9
年
度
  
2,6
92
億
円
⇒
10
年
度
  
2,6
91
億
円
）

科
学
技
術
振
興
費

概
ね
＋
5
％
以
下

＋
4.9
％
 （
9
年
度
  
8,4
93
億
円
⇒
10
年
度
  
8,9
07
億
円
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

同
額
以
下

▲
2.6
％
 （
9
年
度
  
6,8
60
億
円
⇒
10
年
度
  
6,6
82
億
円
）

中
小
企
業
対
策
費

同
額
以
下

▲
0.4
％
 （
9
年
度
  
1,8
65
億
円
⇒
10
年
度
  
1,8
58
億
円
）

（
注
）
防
衛
関
係
費
の
キ
ャ
ッ
プ
の
か
か
る
範
囲
は
、
SA
CO
関
連
経
費
を
除
く
部
分
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
社
会
保
障

⑴
　
医
療

○
　
医
療
保
険
制
度
改
革

　
 　
医
療
に
つ
い
て
は
、
国
民
医
療
費
の
伸
び
を
国
民
所
得
の

伸
び
の
範
囲
内
と
す
る
と
の
基
本
方
針
を
堅
持
し
、
医
療
提

供
体
制
及
び
医
療
保
険
制
度
の
両
面
に
わ
た
る
抜
本
的
構
造

改
革
を
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
　
当
面
の
医
療
費
の
適
正
化
・
合
理
化

　
 　
平
成
10
年
度
予
算
編
成
に
お
い
て
は
、
当
面
、
以
下
を
含

め
、
あ
ら
ゆ
る
面
か
ら
の
医
療
費
の
適
正
化
、
効
率
化
を
図

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　
 　
ま
ず
、
我
が
国
の
薬
剤
給
付
に
つ
い
て
は
、
薬
の
使
い
過

ぎ
等
に
よ
り
、
諸
外
国
と
比
べ
て
薬
剤
比
率
が
高
い
と
い
う

問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
問
題
は
い
わ
ゆ

る
薬
価
差
か
ら
生
じ
て
い
る
面
が
大
き
い
と
考
え
ら
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
薬
価
の
大
幅
な
引
き
下
げ
に
よ
り
、
薬
価
差

の
縮
小
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　
 　
ま
た
、
平
成
10
年
度
の
診
療
報
酬
改
定
に
つ
い
て
は
、
国

民
医
療
費
が
引
き
続
き
高
い
伸
び
を
示
す
一
方
、
賃
金
、
物

価
が
落
ち
着
い
た
動
き
を
示
し
て
い
る
こ
と
や
医
療
保
険
財

政
の
厳
し
い
現
状
を
踏
ま
え
れ
ば
厳
に
抑
制
し
た
も
の
に
す

べ
き
で
あ
る
。

○
　
国
立
病
院
・
療
養
所

　
 　
今
後
は
、
昨
年
の
「
国
立
病
院
等
の
再
編
成
に
伴
う
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
」
の
改
正
や
平
成
12
年
度
末
ま
で
に
施

設
の
廃
止
を
含
め
た
対
処
方
針
を
決
定
す
る
な
ど
を
内
容
と

し
た
「
再
編
成
・
合
理
化
の
基
本
指
針
」
の
見
直
し
を
踏
ま

え
、
再
編
成
計
画
の
実
施
を
一
層
強
力
に
推
進
す
る
必
要
が

あ
る
。

　
 　
平
成
10
年
度
の
国
立
病
院
・
療
養
所
に
対
す
る
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
経
営
合
理
化
を
更
に
推
進
す

る
こ
と
と
し
て
、
平
成
9
年
度
予
算
に
引
き
続
き
、
そ
の
縮

減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

○
　
現
在
、
医
療
保
険
福
祉
審
議
会
に
お
い
て
、
薬
価
制
度
、
診
療
報
酬
体
系
等
の
抜
本
的
見
直
し
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
。

○
 　
平
成
10
年
度
に
お
い
て
は
、
薬
価
の
大
幅
な
引
下
げ
、
医
療
費
の
適
正
化
、
医
療
提
供
体
制
の
見
直
し
を
図
る
と
と
も
に
、
老
人
医
療

費
の
負
担
の
公
平
化
の
観
点
か
ら
所
要
の
制
度
改
正
を
行
う
。

○
薬
価
等
の
適
正
化
：
薬
価
基
準
で
9.7
％
の
引
下
げ
。
医
療
材
料
に
つ
い
て
も
価
格
を
引
下
げ
。

○
医
療
費
の
適
正
化
：
不
正
請
求
の
返
還
金
に
対
す
る
加
算
金
の
割
合
の
引
上
げ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
重
複
、
頻
回
受
診
者
等
に
対
す
る
保
健
婦
の
訪
問
活
動
の
強
化
　
等

○
保
険
病
床
数
の
適
正
化
：
過
剰
病
床
地
域
に
お
け
る
保
険
医
療
機
関
の
新
規
病
床
数
の
制
限
等

○
老
人
医
療
費
拠
出
金
の
負
担
の
公
平
化
：
老
人
医
療
費
拠
出
金
の
老
人
加
入
率
上
限
の
引
上
げ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
現
行
）　
25
％
　
→
　（
見
直
し
後
）　
30
％

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
退
職
者
に
係
る
老
人
医
療
費
拠
出
金
の
見
直
し

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
→
 　
退
職
者
医
療
制
度
の
対
象
者
の
老
人
医
療
拠
出
金
の

　1
/2

　を
被
用
者
保
険
制
度
の
負
担

と
す
る
。

○
診
療
報
酬
改
定
：
改
定
率
1.5
％
＋
診
療
報
酬
合
理
化
分

○
国
立
病
院
特
別
会
計
へ
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
繰
入
額
の
縮
減
を
図
る
。

平
成
9
年
度

平
成
10
年
度

繰
入
額

1,8
02
億
円

→
1,4
68
億
円

繰
入
率

16
.6％

→
13
.4％
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平成10年度　　595
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
年
金

　
 　
平
成
11
年
度
の
財
政
再
計
算
に
お
い
て
は
、
公
私
の
年
金

の
適
切
な
役
割
分
担
を
図
る
と
と
も
に
、
給
付
と
負
担
の
均

衡
を
確
保
し
、
将
来
世
代
の
負
担
が
過
重
な
も
の
と
な
ら
な

い
よ
う
、
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
 　
将
来
世
代
の
負
担
増
を
抑
制
す
る
た
め
に
は
、
給
付
総
額

の
削
減
が
不
可
欠
で
あ
り
、
給
付
水
準
、
ス
ラ
イ
ド
方
式
、

支
給
開
始
年
齢
、
在
職
者
や
一
定
以
上
の
収
入
等
の
あ
る
者

に
対
す
る
年
金
支
給
、
施
設
入
所
者
に
対
す
る
年
金
支
給
等

に
つ
い
て
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
 　
ま
た
、
世
代
間
及
び
世
代
内
の
負
担
の
公
平
の
観
点
か
ら
、

将
来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
現
行

の
段
階
的
保
険
料
率
を
見
直
す
と
と
も
に
、
総
報
酬
制
の
導

入
等
に
つ
い
て
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

○
 平
成
11
年
度
に
予
定
さ
れ
る
年
金
制
度
改
革
に
向
け
て
、
年
金
審
議
会
に
お
い
て
論
点
整
理
が
行
わ
れ
、
厚
生
省
か
ら
給
付
と
負
担
の
枠

組
み
に
つ
い
て
、
年
金
改
革
の
「
5
つ
の
選
択
肢
」
が
示
さ
れ
た
と
こ
ろ
。（
平
成
9
年
12
月
5
日
）

　
今
後
、
同
審
議
会
に
お
い
て
、
さ
ら
に
制
度
改
革
の
具
体
化
に
向
け
た
検
討
を
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

⑶
　
雇
用
保
険

　
 　
雇
用
保
険
に
つ
い
て
は
、
労
使
の
保
険
料
の
ほ
か
、
雇
用

に
関
す
る
国
の
責
任
の
観
点
か
ら
一
部
国
庫
負
担
（
求
職
者

給
付
1
/
5
、
雇
用
継
続
給
付
1
/1
0等
）
に
よ
り
そ
の
財
源

が
賄
わ
れ
て
い
る
が
、
国
の
財
政
の
健
全
化
及
び
自
己
責
任

原
則
の
観
点
か
ら
、
国
庫
負
担
の
在
り
方
を
見
直
す
必
要
が

あ
る
。

　
 　
65
歳
以
上
の
労
働
者
（
高
年
齢
継
続
被
保
険
者
）
が
失
業

し
た
場
合
に
一
定
の
一
時
金
が
支
給
さ
れ
る
高
年
齢
求
職
者

給
付
に
つ
い
て
は
、
そ
の
1
/
5
が
国
庫
負
担
で
賄
わ
れ
て

い
る
が
、
65
歳
以
降
は
む
し
ろ
年
金
で
支
え
て
い
く
べ
き
年

代
で
あ
り
、
高
年
齢
求
職
者
給
付
に
係
る
国
庫
負
担
は
廃
止

す
べ
き
で
あ
る
。

○
失
業
等
給
付
に
係
る
国
庫
負
担
に
つ
い
て
、
自
己
責
任
原
則
の
観
点
か
ら
、
国
庫
負
担
率
を
引
下
げ
。

現
行

見
直
し
後

求
職
者
給
付

1/
5

→
14
/1
00

雇
用
継
続
給
付

1/
10

→
7/
10
0

○
高
年
齢
求
職
者
給
付
金
に
係
る
国
庫
負
担
に
つ
い
て
、
年
金
と
の
整
合
性
等
を
踏
ま
え
、
廃
止
。

（
注
）　
船
員
保
険
（
失
業
部
門
）
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
観
点
か
ら
、
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
．
公
共
投
資

○
 　
公
共
事
業
予
算
の
よ
り
一
層
の
重
点
化
・
効
率
化
の
推
進

の
た
め
、
経
済
構
造
改
革
関
連
の
社
会
資
本
に
つ
い
て
、
物

流
の
効
率
化
対
策
に
資
す
る
も
の
を
中
心
と
し
て
優
先
的
、

重
点
的
に
整
備
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
相
対
的
に
立
ち

遅
れ
て
い
る
生
活
関
連
の
社
会
資
本
へ
の
重
点
化
を
図
る
こ

と
を
基
本
と
し
て
、
配
分
の
重
点
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
必

要
。
な
お
生
活
関
連
の
社
会
資
本
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方

の
適
切
な
役
割
分
担
に
配
慮
し
つ
つ
、
一
定
の
生
活
水
準
の

確
保
の
た
め
の
投
資
分
野
を
優
先
す
る
と
と
も
に
、
真
に
整

備
が
遅
れ
て
い
る
分
野
・
地
域
へ
の
重
点
化
を
徹
底
す
る
こ

と
が
必
要
。

○
 　
限
ら
れ
た
財
政
資
金
の
一
層
の
効
率
的
活
用
の
観
点
か
ら
、

公
共
事
業
の
効
率
化
・
透
明
化
を
推
進
す
る
た
め
、
コ
ス
ト

縮
減
対
策
の
推
進
、
費
用
対
効
果
分
析
の
積
極
的
活
用
を
図

る
ほ
か
、
長
期
に
わ
た
る
事
業
等
を
対
象
に
事
業
実
施
段
階

に
お
い
て
再
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
事
業
の
中

止
、
休
止
を
含
む
必
要
な
見
直
し
を
行
う
新
た
な
シ
ス
テ
ム

を
公
共
事
業
全
体
に
導
入
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
こ
と
が
必

要
。

○
 　
経
済
構
造
改
革
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、
特
別
枠
の
活
用
に
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
中
心
の
物
流
効
率
化
関
連
事
業
に
優
先
的
配
分
を

行
う
。

　
・
 　「
物
流
効
率
化
に
よ
る
経
済
構
造
改
革
特
別
枠
」（
1,5
00
億
円
）
の
う
ち
、
半
分
以
上
の
79
4億
円
を
省
庁
間
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

配
分
す
る
と
と
も
に
、
緊
密
な
連
携
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
予
算
を
国
土
庁
に
一
括
計
上

○
 　
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
直
結
す
る
分
野
に
つ
い
て
は
、
大
幅
な
マ
イ
ナ
ス
予
算
の
下
で
も
、
引
き
続
き
で
き
る
限
り
の
重
点
化
を
行

う
。

○
　
農
業
農
村
整
備
事
業
の
見
直
し
（
44
0億
円
）

○
　
上
記
を
中
心
に
、
全
体
と
し
て
昭
和
50
年
度
以
来
の
大
幅
な
事
業
別
・
所
管
別
シ
ェ
ア
の
見
直
し

　
・
　
実
額
ベ
ー
ス
で
1,8
00
億
円
程
度
の
大
幅
な
シ
ェ
ア
変
動
要
因

　
・
　
所
管
別
変
動
幅
と
し
て
は
1.0
％
、
事
業
別
変
動
幅
と
し
て
も
2.4
％
と
い
う
大
幅
な
シ
ェ
ア
変
動

○
　
事
業
採
択
段
階
に
お
け
る
費
用
対
効
果
分
析
の
積
極
的
活
用

　
・
　
全
事
業
に
お
い
て
費
用
対
効
果
分
析
を
実
施

○
　「
再
評
価
シ
ス
テ
ム
」
の
導
入
（
い
わ
ゆ
る
「
時
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
」）

　
・
 　
事
業
採
択
後
一
定
期
間
経
過
後
で
未
着
工
の
事
業
や
長
期
に
わ
た
る
事
業
等
を
対
象
に
再
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
事
業

の
中
止
、
休
止
を
含
め
た
必
要
な
見
直
し
を
行
う
シ
ス
テ
ム
を
新
た
に
公
共
事
業
全
体
に
導
入
。

○
　
事
業
実
施
後
に
お
け
る
評
価
に
つ
い
て
も
、
手
法
等
に
つ
い
て
検
討
を
開
始
。

○
 　
上
記
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
10
年
度
予
算
に
お
い
て
も
事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
過
去
に
例
の
な
い
規
模
で
の
事
業
の
中
止
、

休
止
等
を
決
定

　（
主
な
例
）

　
　
ダ
ム
　
　
　
　
　
中
止
　
6
ダ
ム
　
　
　
休
止
　
12
ダ
ム

　
　
港
湾
　
　
　
　
　
休
止
　
18
港

　
　
農
業
農
村
整
備
　
11
の
国
営
事
業
を
廃
止
（
羊
角
湾
等
2
干
拓
、
15
農
業
用
ダ
ム
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
農
道
空
港
の
制
度
廃
止
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平成10年度　　597
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
道
路
特
定
財
源
問
題
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
閣
議
決
定

『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
に
基
づ
き
、
危
機
的

な
財
政
状
況
、
受
益
者
負
担
制
度
の
基
本
等
を
踏
ま
え
、
道

路
関
係
社
会
資
本
へ
の
活
用
な
ど
従
来
の
取
扱
い
等
の
見
直

し
に
つ
い
て
総
合
的
な
視
点
か
ら
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
等
を
踏
ま
え
、
道
路
関
係
社
会
資
本
へ
の
活
用
に
よ
る
自
動
車
重
量
税
の
運
用
の
見

直
し
を
行
う
こ
と
と
し
、
具
体
的
に
は
、

　
①
　
河
川
等
関
連
公
共
施
設
整
備
促
進
事
業
　
　
　
67
5億
円

　
②
　
住
宅
宅
地
関
連
公
共
施
設
整
備
促
進
事
業
　
　
69
9億
円

　
③
　
都
市
再
開
発
関
連
公
共
施
設
整
備
促
進
事
業
　
30
億
円

　
を
道
路
整
備
事
業
に
計
上
。

（
参
考
）

　
　
平
成
10
年
度
予
算
政
府
案
に
お
け
る
　
　
道
路
整
備
国
費
の
合
計
額
　
　
　
　
3
兆
4,3
95
億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
道
路
特
定
財
源
等
の
税
収
総
額
　
　
3
兆
3,4
84
億
円



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
文
教
・
科
学
技
術

⑴
　
文
教

　
①
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

　
 　
義
務
教
育
国
庫
負
担
制
度
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
、
制

度
の
目
的
、
発
足
以
来
の
経
緯
等
を
も
踏
ま
え
、
負
担
対
象

等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

　
②
 高
等
教
育
、
私
学
に
係
る
負
担
の
在
り
方

　
 　
国
立
大
学
の
授
業
料
に
つ
い
て
は
、
私
立
大
学
と
の
格
差

の
現
状
及
び
国
立
学
校
特
別
会
計
に
お
け
る
自
己
財
源
確
保

の
必
要
性
を
も
考
慮
し
、
適
正
化
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

受
益
者
負
担
の
徹
底
の
観
点
か
ら
学
部
別
授
業
料
等
に
つ
い

て
も
検
討
を
進
め
る
べ
き
。

○
 　
第
6
次
教
職
員
配
置
改
善
計
画
（
5’
～
10
’）
の
計
画
期
間
の
2
年
延
長
を
受
け
、
10
年
度
に
お
い
て
は
計
画
残
4,7
82
人
の
う
ち
1,0
67

人
を
措
置
す
る
。

○
　
国
庫
負
担
限
度
基
準
に
つ
い
て
、
最
高
限
度
率
等
の
見
直
し
を
行
う
。

○
　
国
立
学
校
の
授
業
料
に
つ
い
て
は
次
の
通
り
改
定
す
る
。

　
＊
　
大
学
（
平
成
11
年
度
入
学
者
か
ら
）

　
　
　
現
　
行
　
46
9,2
00
円
　

　
改
定
後
　
47
8,8
00
円
（
＋
9,6
00
円
、
2.0
％
）

○
 　
在
学
中
に
授
業
料
改
定
が
あ
っ
た
場
合
に
新
授
業
料
を
適
用
す
る
「
ス
ラ
イ
ド
制
」
を
導
入
し
、
平
成
11
年
度
入
学
者
か
ら
適
用
す
る
。

⑵
　
科
学
技
術

　
 　
科
学
技
術
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
優
先
順
位
の
厳
し
い

選
択
を
行
う
と
と
も
に
、
同
一
分
野
の
研
究
開
発
や
同
種
の

研
究
開
発
制
度
に
つ
い
て
の
重
複
排
除
や
連
携
促
進
を
図
り

つ
つ
、
本
格
的
な
研
究
評
価
制
度
に
基
づ
い
た
一
層
の
重
点

的
か
つ
効
率
的
な
資
金
分
配
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

　
 　
科
学
技
術
庁
予
算
に
つ
い
て
は
、
創
造
的
・
基
礎
的
研
究

の
充
実
を
図
る
た
め
に
も
、
分
野
別
予
算
配
分
の
よ
り
一
層

の
見
直
し
が
必
要
。

○
 　
創
造
的
・
基
礎
的
研
究
等
の
充
実
に
配
慮
す
る
一
方
で
、『
財
政
構
造
改
革
法
』
に
則
し
て
原
子
力
及
び
宇
宙
関
係
経
費
を
極
力
抑
制

す
る
と
い
っ
た
分
野
別
の
資
金
配
分
に
配
意
し
て
い
る
。

　
 　
例
え
ば
、
科
学
技
術
庁
予
算
に
お
い
て
基
礎
研
究
等
の
構
成
比
が
原
子
力
関
係
経
費
を
抜
い
て
初
め
て
ト
ッ
プ
と
な
っ
た
。

［
科
学
技
術
庁
一
般
会
計
予
算
の
4
分
類
］ 

（
億
円
、
％
）

9
年
度

10
年
度

伸
　
率

基
礎
研
究
等

1,7
19
（
30
.1）

1,9
23
（
32
.8）

11
.8

原
子
力

1,9
53
（
34
.2）

1,8
58
（
31
.8）

▲
4.9

宇
宙
開
発

1,8
06
（
31
.6）

1,8
25
（
31
.2）

1.0
海
洋
開
発

23
5（
4.1
）

24
5（
4.2
）

4.2

（
注
）
原
子
力
に
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
を
含
む
。

○
 　
研
究
分
野
・
制
度
の
重
複
の
排
除
を
図
る
ほ
か
、
研
究
分
野
・
制
度
毎
に
省
庁
の
枠
を
越
え
て
共
同
連
携
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
戦

略
的
な
重
点
的
配
分
を
図
る
。

9
年
度

10
年
度

ゲ
ノ
ム
関
連
研
究

54
億
円

⇒
13
2億
円

目
標
達
成
型
脳
科
学
研
究

13
9億
円

⇒
17
0億
円

地
球
変
動
予
測

59
1億
円

⇒
61
6億
円

○
 　
研
究
の
競
争
的
環
境
を
醸
成
し
つ
つ
研
究
資
金
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
等
を
図
る
と
と
も
に
、
国
民
に
開
か
れ
た
科
学
技
術
と
す
る

た
め
、
各
省
庁
に
お
い
て
事
前
・
中
間
・
事
後
に
わ
た
る
外
部
評
価
の
実
施
、
評
価
結
果
の
公
表
等
、
研
究
開
発
に
係
る
評
価
体
制
を
確

立
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
一
環
と
し
て
、
各
省
庁
連
絡
会
議
を
設
置
す
る
。

　
 　
ま
た
、
国
全
体
の
研
究
の
評
価
白
書
を
作
成
す
る
た
め
の
経
費
を
新
規
に
計
上
す
る
。
こ
れ
ら
の
た
め
、
研
究
開
発
の
評
価
に
関
す
る

経
費
と
し
て
、
5.2
億
円
（
9
年
度
2.2
億
円
）
を
計
上
す
る
。

598　　Ⅲ　予算



平成10年度　　599
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
防
衛

①
 　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、『
財
政
構
造
改
革
法
』
を
踏

ま
え
、
合
理
化
・
効
率
化
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
の
観
点
か
ら
、

全
て
の
経
費
に
つ
い
て
あ
ら
ゆ
る
策
を
講
じ
て
厳
し
く
抑
制

を
図
る
と
同
時
に
、
従
来
に
も
増
し
て
後
年
度
負
担
の
抑
制

に
努
め
る
こ
と
が
重
要
。

○
 　
平
成
10
年
度
の
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
SA
CO
関
係
経
費
を
除
く
ベ
ー
ス
で
4
兆
9,2
90
億
円
と
対
前
年
度
比
0.3
％
減
、
昭
和
30

年
度
以
来
の
マ
イ
ナ
ス
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
SA
CO
関
係
経
費
と
し
て
10
7億
円
を
計
上
し
て
お
り
、
防
衛
関
係
費
全
体
で
は
4
兆

9,3
97
億
円
（
▲
0.2
％
）
と
な
る
。

　
総
　
額
 

（
単
位
：
億
円
）

9
年
度

10
年
度

増
　
減

キ
ャ
ッ
プ

49
,41
4

49
,29
0

▲
12
4（
▲
0.3
％
）
SA
CO
除
き

49
,47
5

49
,39
7

▲
78
（
▲
0.2
％
）
　
対
前
年
度
同
額
以
下

上
段
は
SA
CO
関
係
経
費
を
除
い
た
金
額

②
 　
正
面
装
備
品
は
、
殆
ど
が
翌
年
度
以
降
歳
出
化
さ
れ
予
算

の
硬
直
化
要
因
と
な
る
だ
け
で
な
く
、
後
方
支
援
部
門
の
経

費
の
増
加
に
つ
な
が
る
。
装
備
品
の
数
量
を
抑
制
す
る
と
共

に
、
輸
入
装
備
品
の
一
層
の
活
用
、
特
殊
な
規
格
・
仕
様
の

見
直
し
、
汎
用
品
の
活
用
等
に
よ
る
調
達
価
格
の
抑
制
等
取

得
改
革
に
努
め
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
正
面
契
約
に
つ
い
て
は
、
合
理
化
・
効
率
化
・
コ
ン
パ
ク
ト
化
の
観
点
か
ら
、
事
業
の
緊
要
性
を
厳
し
く
吟
味
し
事
業
量
を
抑
制
し
、

平
成
10
年
度
に
お
い
て
は
、
対
前
年
度
5.1
％
減
の
7,9
80
億
円
と
し
て
い
る
。
正
面
契
約
額
8,0
00
億
円
以
下
は
、
昭
和
58
年
度
以
来
の
低

い
水
準
と
な
る
。

　
正
面
契
約
額
の
推
移
 

（
単
位
：
億
円
、
％
）

8
年
度

9
年
度

10
年
度

対
前
年
度

対
前
年
度

対
前
年
度

8,3
52

10
2

8,4
10

58
7,9
80

▲
43
0

（
1.2
）

（
0.7
）

（
▲
5.1
）

○
 　
後
年
度
負
担
に
つ
い
て
も
、
正
面
契
約
の
抑
制
等
に
よ
り
新
規
の
大
幅
な
削
減
を
盛
り
込
み
、
繰
延
べ
等
に
よ
る
増
加
分
を
上
回
り
、

34
7億
円
を
削
減
。

（
単
位
：
億
円
、
％
）

区
分

8
年
度

9
年
度

10
年
度

対
前
年
度

対
前
年
度

対
前
年
度

後
年
度
負
担

30
,44
0

69
4

31
,33
9

89
9

30
,99
2

▲
34
7

（
　
2.3
）

（
　
3.0
）

（
▲
1.1
）

新
　
規

18
,51
9

53
8

18
,93
8

41
9

17
,54
4

▲
1,3
94

既
　
定

11
,92
0

15
6

12
,40
1

48
1

13
,44
8

1,0
47

○
　
取
得
改
革

　
　
 　
防
衛
大
綱
、
中
期
防
に
示
さ
れ
た
調
達
価
格
等
の
抑
制
に
努
め
る
観
点
か
ら
、
10
年
度
、
防
衛
庁
に
設
置
さ
れ
た
取
得
改
革
委
員
会

に
お
い
て
最
終
報
告
を
取
り
ま
と
め
、
防
衛
庁
規
格
・
仕
様
の
見
直
し
等
、
取
得
改
革
の
一
層
の
推
進
に
努
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
 　
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
に
基
づ
き
、
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
（
平
成
8
年
度
～
平
成
12
年
度
）
の
見
直
し
を

1
年
前
倒
し
で
実
施
（
12
月
19
日
安
全
保
障
会
議
・
閣
議
決
定
）
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成
10
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る
措
置
状
況

6
．
O
D
A

　
 　
O
D
A
予
算
に
つ
い
て
は
、
総
額
の
抑
制
を
図
る
中
で
、

以
下
の
点
に
留
意
し
つ
つ
、
O
D
A
の
量
か
ら
質
へ
の
転
換

を
進
め
る
べ
き
。

①
 　
環
境
、
社
会
開
発
、
人
道
、
金
融
セ
ク
タ
ー
改
革
支
援
等

の
分
野
の
重
点
化
。

○
 　
一
般
会
計
O
D
A
予
算
に
つ
い
て
は
、『
財
政
構
造
改
革
法
』
の
規
定
に
従
い
、
量
か
ら
質
へ
の
転
換
を
徹
底
し
、
対
前
年
度
比
10
.4％

減
の
10
,47
3億
円
程
度
を
計
上
。

○
　
各
省
庁
間
の
予
算
配
分
の
大
幅
な
見
直
し
（
外
務
省
分
▲
4.8
％
、
大
蔵
省
分
▲
16
.8％
）

・
　
環
境

　
・
温
暖
化
対
策
等
と
し
て
植
林
無
償
（
10
億
円
）、
環
境
・
社
会
開
発
セ
ク
タ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
無
償
（
50
億
円
）
を
創
設
。

　
・
地
球
環
境
対
策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
支
援
（
9
億
円
）
を
創
設
。

　
・
世
銀
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
等
の
環
境
関
連
の
技
術
援
助
向
け
拠
出
を
拡
充
（
26
億
円
→
37
億
円
）。

・
　
社
会
開
発

　
・
 環
境
・
社
会
開
発
セ
ク
タ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
無
償
を
創
設
（
50
億
円
）、
子
供
の
健
康
無
償
に
つ
き
前
年
度
水
準
（
26
億
円
）
を
確
保
。

　
・
JI
CA
に
よ
る
社
会
開
発
分
野
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
方
式
技
術
協
力
を
拡
充
（
12
0件
→
12
4件
）。

　
・
途
上
国
の
女
性
支
援
の
た
め
、
国
連
開
発
計
画
（
U
N
D
P）
の
W
ID
信
託
基
金
等
を
拡
充
（
3
億
円
→
5
億
円
）。

　
・
国
連
合
同
エ
イ
ズ
計
画
（
U
N
A
ID
S）
拠
出
金
に
つ
き
前
年
度
水
準
（
6
億
円
）
を
確
保
。

・
　
人
道

　
・
人
道
分
野
向
け
国
際
機
関
（
U
N
H
CR
、
U
N
IC
EF
、
U
N
FP
A
、
IC
RC
）
拠
出
金
に
つ
き
前
年
度
水
準
を
確
保
。

　
・
人
道
支
援
を
行
う
緊
急
無
償
に
つ
き
前
年
度
水
準
（
97
億
円
）
を
確
保
。

・
　
金
融
セ
ク
タ
ー
改
革
支
援

　
・
IM
Fの
金
融
セ
ク
タ
ー
改
革
に
か
か
る
技
術
支
援
を
拡
充
す
る
た
め
、
拠
出
金
を
拡
充
（
19
億
円
→
28
億
円
）。

　
・
世
銀
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
等
向
け
拠
出
に
新
た
に
金
融
セ
ク
タ
ー
改
革
支
援
枠
（
35
億
円
）
を
創
設
。
 

等

②
 　
途
上
国
か
ら
の
研
修
生
の
受
入
れ
等
を
通
じ
る
途
上
国
の

人
造
り
支
援
の
重
要
性
に
配
慮
。

③
 　
O
D
A
の
裾
野
を
拡
大
す
る
観
点
か
ら
N
GO
と
の
連
携
強

化
等
に
よ
り
国
民
参
加
型
の
O
D
A
を
促
進
。

④
 　
有
償
資
金
協
力
、
無
料
資
金
協
力
、
技
術
協
力
間
の
連
携

の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
19
省
庁
に
ま
た
が
る
技
術
協
力

予
算
の
効
率
化
と
援
助
政
策
の
整
合
性
の
確
保
。

⑤
 　
事
前
調
査
・
事
後
評
価
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
拡
充
・
強

化
や
情
報
公
開
の
徹
底
。

・
　
JI
CA
に
つ
い
て
、
研
修
員
受
入
を
拡
充
（
7,8
80
人
→
7,9
30
人
）。

・
　
国
費
外
国
人
留
学
生
を
拡
充
（
新
規
受
入
 4
,44
5人
→
4,5
45
人
）。
 

等

・
　
我
が
国
N
GO
の
活
用
等
を
念
頭
に
お
い
た
草
の
根
無
償
を
拡
充
（
50
億
円
→
57
億
円
）。

・
 　
青
年
海
外
協
力
隊
新
規
派
遣
に
つ
き
前
年
度
水
準
を
確
保
、
協
力
隊
員
登
録
制
度
を
導
入
、
帰
国
隊
員
の
就
職
対
策
と
し
て
進
路
相
談

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
拡
充
。
 

等

・
　
円
借
款
案
件
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
た
め
、
リ
ハ
ビ
リ
無
償
（
30
億
円
）
を
創
設
。

・
　
JI
CA
に
よ
る
円
借
向
け
実
施
設
計
調
査
の
拡
充
・
資
金
協
力
に
連
携
し
た
研
修
員
、
専
門
家
派
遣
の
拡
充
。

・
　
技
術
協
力
予
算
に
つ
い
て
、
効
率
化
の
観
点
か
ら
、
一
部
JI
CA
へ
の
予
算
移
管
を
実
施
（
19
省
庁
⇒
17
省
庁
）。
 

等

・
　
JI
CA
に
よ
る
在
外
ミ
ニ
開
発
調
査
の
新
設
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
事
業
の
創
設

・
　
第
3
者
評
価
の
拡
充

・
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
情
報
公
開
の
強
化
 

等

600　　Ⅲ　予算
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7
．
農
　
業

⑴
 　
農
林
水
産
関
係
予
算
の
重
点
化
・
効
率
化

　
 　
平
成
10
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
危
機
的

な
財
政
事
情
を
踏
ま
え
、
限
ら
れ
た
財
政
資
金
の
効
率
的
使

用
を
図
る
と
の
観
点
か
ら
、
担
い
手
へ
の
施
策
の
集
中
、
市

場
原
理
、
競
争
条
件
の
一
層
の
導
入
を
図
り
つ
つ
、
各
種
施

策
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
更
に
重
点
的
・
効
率
的

な
も
の
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

⑴
　
農
林
水
産
関
係
予
算
の
重
点
化
・
効
率
化

　
 　
平
成
10
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
を
踏
ま
え
、
全
体
と
し
て
各
種
経

費
の
節
減
合
理
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
担
い
手
へ
の
施
策
の
集
中
、
市
場
原
理
、
競
争
条
件
の
一
層
の
導
入
を
図
り
つ
つ
各
種
施
策
の

見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
重
点
的
・
効
率
的
な
予
算
配
分
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

額
の
推
移
（
億
円
）

区
　
分

9
年
度

10
年
度

増
　
減

キ
ャ
ッ
プ

農
林
水
産
関
係
予
算
総
額

35
,92
2

33
,75
6

▲
2,1
67
（
▲
6.1
％
）

　
　
　
公
共
事
業
関
係
費

19
,60
4

17
,43
9

▲
2,1
65
（
▲
11
.0％
）
（
公
共
投
資
全
体
で
）

対
前
年
度
▲
7
％
以
下

　
　
　
主
要
食
糧
関
係
費

2,6
92

2,6
91

▲
 1
（
▲
0.1
％
）

対
前
年
度
同
額
以
下

一
般
農
政
費

13
,62
7

13
,62
6

▲
 1
（
▲
0.0
％
）

（
注
 ）
計
数
は
、
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
の
で
、
端
数
に
お
い
て
合
計
と
は
合
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

⑵
　
主
要
食
糧
関
係
費

　
 　
米
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
大
幅
な
全
体
需
給
の
緩
和
に
伴

う
持
越
在
庫
の
増
加
、
自
主
流
通
米
価
格
の
急
落
と
い
う
極

め
て
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
事
態
に
対

処
し
、
新
た
な
米
政
策
を
構
築
す
る
た
め
、

　
①
 　
全
体
需
給
の
早
急
な
改
善
の
た
め
の
生
産
調
整
面
積
の

大
幅
拡
大
、

　
②
 　
政
府
備
蓄
水
準
の
早
期
適
正
化
の
た
め
の
買
入
・
売
渡

に
係
る
諸
ル
ー
ル
の
設
定
、

　
③
 　
自
主
流
通
米
の
助
成
、
学
校
給
食
用
米
穀
値
引
き
等
の

廃
止
を
含
め
た
抜
本
的
見
直
し
、

　
 等
、
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
を
も

踏
ま
え
、
適
正
な
対
応
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

⑵
　
主
要
食
糧
関
係
費

　
 　
米
に
つ
い
て
の
極
め
て
厳
し
い
事
態
に
対
処
し
、
新
た
な
米
政
策
を
構
築
す
る
べ
く
、
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い

て
』
を
も
踏
ま
え
、
下
記
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

　
①
　
各
種
助
成
金
等
に
つ
い
て
、
市
場
原
理
の
活
用
等
の
観
点
か
ら
の
抜
本
的
見
直
し

　
　
⒜
 　
現
行
の
自
主
流
通
米
へ
の
助
成
を
廃
止
し
、
国
費
と
農
業
者
拠
出
に
よ
り
自
主
流
通
米
価
格
下
落
時
に
そ
の
影
響
を
緩
和
す
る
た

め
、
過
去
3
年
間
の
平
均
価
格
と
の
差
額
の
8
割
を
補
て
ん
す
る
稲
作
経
営
安
定
対
策
を
新
設
（
10
年
度
　
96
億
円
）

　
　
⒝
 　
現
行
の
生
産
調
整
助
成
金
に
つ
い
て
、
国
費
と
農
業
者
拠
出
に
よ
る
全
国
的
な
と
も
補
償
を
新
設
（
10
年
度
 9
15
億
円
）
す
る
な

ど
抜
本
的
に
見
直
し
。

　
　
⒞
 　
学
校
給
食
用
米
穀
値
引
き
等
に
つ
い
て
、
集
中
改
革
期
間
中
に
お
い
て
段
階
的
に
廃
止
。

　
②
　
適
切
な
価
格
設
定

　
　
　
10
年
産
米
政
府
買
入
価
格
に
つ
い
て
、
算
定
ル
ー
ル
通
り
▲
2.5
％
の
引
下
げ
。

　
③
　
政
府
備
蓄
水
準
の
早
期
適
正
化
の
た
め
、

　
　
⒜
 　
食
糧
法
に
基
づ
く
指
針
及
び
基
本
計
画
上
、
各
米
穀
年
度
に
お
け
る
政
府
米
買
入
数
量
よ
り
政
府
米
販
売
数
量
を
大
き
く
す
る
、

　
　
⒝
 　
実
際
の
販
売
が
計
画
未
達
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
実
際
の
買
入
数
量
は
計
画
数
量
か
ら
販
売
未
達
数
量
を
差
し
引
い
た
数
量
と
す

る
。

　
　
と
の
ル
ー
ル
の
下
、
今
後
の
備
蓄
運
営
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

　（
注
 ）　
な
お
、
全
体
需
給
の
早
急
な
改
善
の
た
め
、
10
年
産
米
・
11
年
産
米
に
係
る
生
産
調
整
面
積
を
過
去
最
大
の
96
.3万
ha
に
大
幅
拡

大
。
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⑶
 　
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連
対
策
の
見
直
し

　
 　
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
対
策
に
つ
い
て
は
、
財
政
構
造

改
革
の
観
点
か
ら
、
全
体
の
事
業
内
容
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま

で
の
実
績
の
検
証
を
踏
ま
え
、
新
し
い
国
際
環
境
に
対
応
し

得
る
農
業
経
営
の
確
立
、
地
域
特
性
の
活
用
に
、
よ
り
資
す

る
よ
う
見
直
し
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

⑶
 　
ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
農
業
合
意
関
連
対
策
に
つ
い
て
は
、
財
政
構
造
改
革
の
観
点
か
ら
、
全
体
の
事
業
内
容
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま

で
の
実
績
の
検
証
を
踏
ま
え
、
新
し
い
国
際
環
境
に
対
応
し
得
る
農
業
経
営
の
確
立
、
地
域
特
性
の
活
用
に
よ
り
資
す
る
よ
う
以
下
の
よ

う
な
見
直
し
を
実
施
。

　
①
　
棚
用
地
域
等
保
全
対
策
の
創
設
（
ハ
ー
ド
40
億
円
、
ソ
フ
ト
27
億
円
）

　
②
　
他
産
業
転
職
中
高
年
齢
者
の
就
農
支
援
の
た
め
の
無
利
子
資
金
の
創
設
（
貸
付
枠
20
億
円
）

　
③
　
系
統
資
金
を
活
用
し
た
ス
ー
パ
ー
L並
み
の
低
利
資
金
の
創
設
（
融
資
枠
20
0億
円
）

　
④
　
認
定
農
業
者
連
携
事
業
体
育
成
事
業
の
創
設
（
5
億
円
）

　
⑤
　
土
地
改
良
負
担
金
対
策
な
ど
既
存
事
業
の
見
直
し

⑷
　
国
有
林
野
改
革
問
題

　
 　
当
審
議
会
と
し
て
は
、
累
積
債
務
の
処
理
方
策
の
検
討
に

当
た
っ
て
は
、
平
成
10
年
度
予
算
が
財
政
構
造
改
革
集
中
改

革
期
間
の
初
年
度
で
あ
る
こ
と
を
も
踏
ま
え
、
以
下
の
点
に

留
意
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
。

　
・
 　
将
来
世
代
へ
負
担
を
先
送
り
す
る
と
い
う
形
で
の
安
易

な
処
理
は
、
財
政
構
造
改
革
の
趣
旨
に
反
す
る
も
の
で
あ

り
適
当
で
は
な
い
。

　
・
 　
し
た
が
っ
て
、
今
後
も
事
業
を
行
っ
て
い
く
国
有
林
野

事
業
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
も
っ
て
リ
ス
ト
ラ
等
の
自
助
努

力
を
行
う
こ
と
を
基
本
と
し
、
金
利
負
担
の
軽
減
の
た
め

の
方
策
や
関
係
す
る
部
局
を
中
心
と
し
た
歳
出
削
減
に

よ
っ
て
財
源
の
確
保
に
最
大
限
の
努
力
を
行
う
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。
そ
の
上
で
な
お
埋
め
き
れ
な
い
部
分
が
残
る

場
合
に
は
、
ギ
リ
ギ
リ
の
対
応
と
し
て
何
ら
か
の
税
負
担

の
方
策
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

　
・
 　
こ
う
し
た
対
応
に
よ
っ
て
財
源
を
確
保
し
た
上
で
、
国

有
林
野
特
会
に
よ
る
返
済
が
不
可
能
と
考
え
ら
れ
る
債
務

約
2.8
兆
円
を
一
般
会
計
に
承
継
し
、
処
理
を
行
う
こ
と

を
中
心
と
す
る
処
理
方
策
を
構
築
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑷
　
国
有
林
野
改
革
問
題

　
①
　
累
積
債
務
処
理
策
の
概
要

　
　
⒜
 　
3.8
兆
円
の
債
務
を
国
有
林
野
特
会
で
返
済
可
能
な
債
務
約
1.0
兆
円
と
返
済
不
能
な
債
務
約
2.8
兆
円
（
国
鉄
清
算
事
業
団
の
累
積

債
務
に
あ
た
る
部
分
）
に
区
分
。
返
済
不
能
債
務
約
2.8
兆
円
に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
に
承
継
す
る
。

　
　
⒝
 　
返
済
可
能
債
務
約
1.0
兆
円
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
国
有
林
野
特
会
が
今
後
利
子
補
給
を
受
け
つ
つ
、
民
間
借
入
に
よ
る
借
換
も

行
い
な
が
ら
返
済
す
る
。

　
　
⒞
 　
返
済
不
能
債
務
約
2.8
兆
円
に
つ
い
て
は
、
繰
上
償
還
に
よ
り
金
利
負
担
を
軽
減
し
た
上
で
、
軽
減
後
の
利
払
費
（
通
年
ベ
ー
ス

71
0億
円
程
度
）
を
農
林
水
産
予
算
（
通
年
ベ
ー
ス
35
5億
円
程
度
）
と
た
ば
こ
特
別
税
（
仮
称
・
通
年
ベ
ー
ス
35
5億
円
程
度
）
を

財
源
に
充
て
る
こ
と
と
す
る
。

　
　
⒟
 　
元
本
償
還
に
要
す
る
財
源
に
つ
い
て
は
、
当
面
は
、
一
般
会
計
の
歳
出
・
歳
入
両
面
に
わ
た
る
努
力
に
よ
り
対
応
し
、
最
終
的
に

は
将
来
の
国
有
林
野
特
会
の
剰
余
金
に
よ
り
確
保
さ
れ
る
財
源
に
よ
り
対
応
。 （
平
成
9
年
度
）

（
平
成
10
年
度
）

②
　
国
有
林
野
特
会
へ
の
一
般
会
計
繰
入
れ
の
概
要

57
6億
円

→
44
0億
円

　
　
10
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
44
0億
円
の
一
般
会
計
繰
入
れ
を
計
上
。

（
平
成
9
年
度
）

（
平
成
10
年
度
）

⒜
　
公
益
林
の
適
切
な
管
理
の
た
め
の
繰
入
れ

―
→

11
0億
円

　
　
公
益
林
に
つ
い
て
の
保
全
管
理
、
森
林
計
画
の
策
定
等
の
業
務
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
対
す
る
繰
入
れ
。

（
平
成
9
年
度
）

（
平
成
10
年
度
）

⒝
　
森
林
整
備
の
実
施
に
要
す
る
経
費

25
9億
円

→
21
5億
円

　
　
公
益
性
の
高
い
水
土
保
全
林
に
係
る
造
林
事
業
、
林
道
事
業
の
事
業
施
設
費
に
対
す
る
繰
入
れ
を
拡
充
。

（
平
成
9
年
度
）

（
平
成
10
年
度
）

⒞
　
返
済
可
能
債
務
に
係
る
利
子
補
給

―
→

10
4億
円

　
　
国
有
林
野
事
業
特
会
が
返
済
す
る
約
1.0
兆
円
の
債
務
に
係
る
利
払
費
の
た
め
の
繰
入
れ
。

（
平
成
9
年
度
）

（
平
成
10
年
度
）

⒟
　
一
般
行
政
的
経
費
の
繰
入
れ

11
億
円

→
11
億
円

　
　
　
 　
な
お
、
公
益
的
機
能
重
視
へ
の
転
換
に
伴
う
繰
入
れ
の
実
施
に
対
応
し
て
特
別
会
計
制
度
を
独
立
採
算
性
を
前
提
と
し
た
も
の
か

ら
、
一
般
会
計
繰
入
れ
を
前
提
と
し
た
も
の
へ
と
改
め
る
こ
と
と
し
た
。
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平成10年度　　603
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
運
輸

⑴
　
国
鉄
長
期
債
務
問
題

○
 　
具
体
的
な
処
理
方
策
を
集
中
改
革
期
間
の
初
年
度
か
ら
実

施
す
べ
き
。
ま
た
、
そ
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
以
下
の
点

に
留
意
す
べ
き
。

　
①
 　
将
来
世
代
へ
負
担
を
先
送
り
す
る
と
い
う
形
で
の
安
易

な
処
理
を
回
避
す
る
た
め
、
所
要
の
財
源
は
確
保
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　
②
 　
そ
の
際
に
は
、
ま
ず
、
金
利
負
担
の
軽
減
の
た
め
の
方

策
、
自
助
努
力
、
関
係
す
る
部
局
を
中
心
と
す
る
歳
出
削

減
の
ほ
か
、
JR
負
担
を
含
め
活
用
し
得
る
あ
ら
ゆ
る
財

源
を
動
員
す
る
な
ど
の
様
々
な
方
策
を
組
み
合
わ
せ
る
こ

と
に
よ
り
、
元
本
償
還
分
も
含
め
財
源
の
捻
出
に
最
善
を

尽
く
す
こ
と
と
す
る
が
、
そ
の
上
で
な
お
埋
め
き
れ
な
い

部
分
が
残
る
場
合
に
は
、
国
民
に
税
負
担
を
求
め
る
こ
と

は
避
け
ら
れ
な
い
と
考
え
る
。

　
③
 　
上
記
の
方
針
に
沿
い
財
源
の
確
保
に
目
処
を
付
け
た
上

で
、
清
算
事
業
団
の
負
う
有
利
子
債
務
及
び
無
利
子
債
務

に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
が
承
継
、
処
理
す
る
こ
と
と
す

る
。
な
お
、
清
算
事
業
団
が
負
う
年
金
関
係
の
支
払
い
義

務
に
つ
い
て
は
JR
負
担
は
も
と
よ
り
、
残
る
資
産
の
処

分
収
入
を
活
用
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
た
め
に
、
有
利
子

債
務
等
と
は
別
の
枠
組
み
で
処
理
す
る
こ
と
が
適
当
。

1
 ．
国
鉄
長
期
債
務
等
の
本
格
的
処
理
策
に
つ
い
て
は
、
平
成
8
年
12
月
25
日
の
閣
議
決
定
に
お
い
て
、「
平
成
10
年
度
よ
り
、
国
鉄
長
期

債
務
等
の
本
格
的
処
理
を
実
施
す
る
」
と
さ
れ
、「
そ
の
具
体
的
処
理
方
策
の
検
討
を
進
め
、
平
成
9
年
中
に
成
案
を
得
る
」
と
さ
れ
、

閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
に
お
い
て
、「
将
来
世
代
へ
負
担
を
先
送
り
す
る
と
い
う
形
で
の
安
易
な
処
理
を
回
避

す
る
た
め
、
情
報
の
公
開
・
債
務
増
大
の
原
因
の
分
析
を
行
い
つ
つ
、
国
民
の
理
解
と
納
得
が
得
ら
れ
る
よ
う
、
こ
れ
ら
を
含
む
あ
ら
ゆ

る
方
策
に
つ
き
個
別
具
体
的
に
検
討
を
行
」
う
こ
と
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

2
 ．
こ
れ
を
受
け
、
政
府
・
与
党
の
財
政
構
造
改
革
会
議
に
お
い
て
、
平
成
9
年
12
月
17
日
に
「
国
鉄
長
期
債
務
及
び
国
有
林
野
累
積
債
務

の
処
理
の
た
め
の
具
体
的
方
策
」
が
決
定
さ
れ
、
更
に
、
平
成
9
年
12
月
25
日
の
閣
議
決
定
「
国
鉄
長
期
債
務
及
び
国
有
林
野
累
積
債
務

処
理
の
た
め
の
抜
本
的
改
革
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、「
政
府
と
し
て
は
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
平
成
10
年
度
よ
り
国
鉄
長
期
債
務
等
の
処

理
の
実
現
を
図
る
も
の
と
し
、
こ
の
た
め
の
所
要
の
法
律
案
を
時
期
国
会
に
提
出
す
る
等
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
す
る
」
と
し
て

い
る
。

（
参
考
 ）「
国
鉄
長
期
債
務
及
び
国
有
林
野
累
積
債
務
の
処
理
の
た
め
の
具
体
的
方
策
」（
抜
粋
）

○
 　
処
理
策
に
お
い
て
は
、
年
金
等
負
担
金
の
支
払
（
厚
生
年
金
移
換
金
債
務
の
償
還
を
含
む
）、
利
払
費
、
元
本
償
還
に
分
け
て
考
え
る
。

○
 　
年
金
等
負
担
金
の
支
払
は
、
法
人
が
行
う
こ
と
と
し
、
そ
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
①
土
地
・
株
式
の
売
却
収
入
等
の
自
主
財
源
、
②
一

般
会
計
か
ら
の
補
助
金
、
及
び
③
JR
負
担
を
充
て
る
こ
と
と
す
る
。

○
　
有
利
子
債
務
（
15
.2兆
円
）
及
び
無
利
子
債
務
（
8.3
兆
円
）
は
、
国
に
承
継
さ
せ
る
。

○
 　
有
利
子
債
務
の
利
払
費
に
つ
い
て
は
、
①
資
金
運
用
部
・
簡
保
の
借
入
金
、
引
受
債
（
8.1
兆
円
）
の
繰
上
償
還
に
よ
り
金
利
負
担
を

軽
減
し
た
上
で
、
②
郵
貯
特
会
か
ら
の
特
別
繰
入
れ
、
③
た
ば
こ
特
別
税
（
仮
称
）
を
財
源
に
充
て
る
こ
と
と
す
る
。

○
 　
元
本
償
還
に
要
す
る
財
源
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
財
源
の
一
部
を
充
て
る
ほ
か
、
当
面
は
、
一
般
会
計
の
歳
出
・
歳
入
両
面
に
わ
た
る

努
力
に
よ
り
対
応
す
る
こ
と
と
す
る
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

〔
通
年
ベ
ー
ス
〕

（
注
３
）

（
注
４
）

注
１
）
初
年
度
で
あ
る
10
年
度
は
、
繰
上
償
還
の
時
期
、
方
法
、
金
利
水
準
等
に
よ
り
額
は
変
動
す
る
。

注
２
）
平
成
10
年
度
か
ら
平
成
14
年
度
ま
で
の
５
年
間
と
す
る
。

注
３
）
有
利
子
債
務
（
約
15
.2兆
円
）
及
び
無
利
子
債
務
（
約
8.3
兆
円
）
を
60
年
で
償
還
す
る
場
合
に
要
す
る
額
。

注
４
）
最
終
的
に
は
、
年
金
負
担
が
縮
小
し
て
い
く
こ
と
に
伴
い
確
保
さ
れ
る
財
源
等
に
よ
り
対
応
。

年
金
等
負
担
金

厚
生
年
金
移
換

金
債
務
を
含
む

40
00
億
円
程
度

≪
法
人
≫

40
00
億
円
程
度

利
払
費

10
年
度
中
借
換

え
の
債
務
利
子

分
を
含
む

66
00
億
円
程
度

≪
 国
 ≫

≪
 国
 ≫

金
利
負
担
軽
減

後
の
利
払
費

41
00
億
円
程
度

元
本
償
還

元
本
償
還
の

た
め
の
財
源

40
00
億
円
程
度

土
地
・
株
式
の
売
却
収
入
等
の
自
主
財
源

31
10
億
円
程
度

一
般
会
計
か
ら
の
補
助
金
（
運
輸
省
予
算
）

65
0億
円
程
度

JR
負
担

24
0億
円
程
度

資
金
運
用
部
・
簡
保
の
繰
上
償
還
に
よ
る
金
利

負
担
軽
減

25
00
億
円
程
度
（
注
１
）

そ
の
他
の
方
策

（
当
面
は
一
般
会
計
の
歳
出
・
歳
入
両
面
に

わ
た
る
努
力
に
よ
り
対
応
）

郵
貯
特
会
か
ら
の
特
別
繰
入
れ

20
00
億
円
程
度
（
注
２
）

た
ば
こ
特
別
税
（
仮
称
）

22
45
億
円
程
度
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平成10年度　　605
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
整
備
新
幹
線

○
 　
当
審
議
会
に
お
い
て
は
、
財
政
構
造
改
革
、
国
鉄
長
期
債

務
問
題
と
の
関
連
で
、
引
き
続
き
、
議
論
を
行
っ
て
き
た
と

こ
ろ
で
あ
り
、
検
討
委
員
会
に
対
し
、
慎
重
な
検
討
、
厳
正

な
判
断
を
求
め
る
と
と
も
に
、
平
成
10
年
度
予
算
の
編
成
に

当
た
っ
て
も
、
整
備
新
幹
線
に
関
す
る
予
算
を
極
力
抑
制
す

べ
き
で
あ
る
。

1
 ．
政
府
・
与
党
か
ら
な
る
検
討
委
員
会
は
、
昨
年
末
、
整
備
新
幹
線
の
新
規
着
工
区
間
の
取
扱
い
方
針
を
取
り
ま
と
め
、
検
討
の
結
果
基

本
条
件
が
確
認
さ
れ
た
新
規
着
工
区
間
に
つ
い
て
着
工
を
認
め
る
こ
と
と
す
る
一
方
、
現
下
の
厳
し
い
財
政
状
況
に
鑑
み
、
特
に
財
政
構

造
改
革
の
集
中
改
革
期
間
が
終
了
す
る
ま
で
の
間
は
、
当
該
事
業
費
に
つ
い
て
、
極
力
そ
の
額
を
抑
制
す
る
こ
と
と
し
、
ま
た
、
9
年
度

予
算
に
お
け
る
新
規
着
工
区
間
の
事
業
費
を
30
億
円
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
 ．
平
成
10
年
度
予
算
は
、
こ
れ
を
踏
ま
え
て
編
成
さ
れ
、
整
備
新
幹
線
に
係
る
公
共
事
業
関
係
費
は
、
29
4億
円
と
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、

対
前
年
度
比
▲
13
.5％
の
減
で
あ
る
。

　
 　
ま
た
、
平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
新
規
着
工
区
間
の
事
業
費
に
つ
い
て
も
、
上
記
を
踏
ま
え
、
合
計
で
30
億
円
に
抑
制
す
る
こ
と
と

す
る
。

（
参
考
 ）
整
備
新
幹
線
建
設
事
業
費
及
び
整
備
新
幹
線
に
係
る
公
共
事
業
関
係
費
の
推
移

 
（
単
位
：
億
円
）

9
年
度

10
年
度

増
　
　
　
　
減

事
　
業
　
費

1,7
35

1,5
97

▲
13
8（
▲
7.9
％
）

う
ち
公
共
事
業
関
係
費

34
0

29
4

▲
46
（
▲
13
.5％
）



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

9
．
中
小
企
業
対
策

○
 　「
地
方
分
権
推
進
委
員
会
第
2
次
勧
告
」
に
お
い
て
、
都

道
府
県
商
工
会
連
合
会
等
の
職
員
設
置
費
の
見
直
し
等
に
つ

い
て
指
摘
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ら
の
一
般
財

源
化
等
を
実
施
す
る
こ
と
が
適
当
。

○
 　
閣
議
決
定
『
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
』
や
、「
地
方
分
権
推
進
委
員
会
第
2
次
勧
告
」（
平
成
9
年
7
月
8
日
）
の
指
摘
を
踏

ま
え
、
都
道
府
県
商
工
会
連
合
会
等
の
人
件
費
補
助
を
一
般
財
源
化
。（
▲
78
億
円
）

○
 　
予
算
全
体
の
見
か
け
の
大
き
さ
で
は
な
く
、
最
近
の
情
勢

を
踏
ま
え
た
金
融
対
策
や
中
心
市
街
地
活
性
化
等
の
政
策
課

題
に
関
し
て
、
施
策
の
在
り
方
を
十
分
に
吟
味
し
、
中
小
企

業
対
策
の
効
率
化
に
努
め
る
べ
き
。

○
 　
中
小
企
業
対
策
費
総
額
を
前
年
度
以
下
の
1,8
58
億
円
（
▲
0.4
％
）
に
抑
制
し
つ
つ
、
中
心
市
街
地
活
性
化
対
策
や
金
融
対
策
に
重
点
化
。

　
・
 　
中
心
市
街
地
活
性
化
対
策
と
し
て
、
中
心
市
街
地
へ
の
商
業
等
の
立
地
促
進
や
計
画
的
な
街
づ
く
り
へ
の
支
援
な
ど
の
た
め
、
約

30
0億
円
の
予
算
を
計
上
。

　
・
　
信
用
保
証
協
会
に
対
す
る
補
助
金
を
10
0億
円
計
上
す
る
等
、
中
小
企
業
金
融
対
策
を
充
実
。
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平成10年度　　607
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

10
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

　
 　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
は
、
大
宗
が
各
特
別
会
計
に
よ
っ
て
行

わ
れ
て
い
る
が
、
特
定
財
源
制
度
に
安
易
に
依
存
せ
ず
、
特

会
の
歳
出
全
般
の
厳
し
い
見
直
し
を
行
い
、
施
策
の
効
率
化
、

合
理
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
に
つ
い
て
、
総
額
の
思
い
切
っ
た
抑
制
を
行
う
。

　
一
般
会
計
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

　
　
　
　
　
　
6,6
82
億
円
（
9
年
度
：
6,8
60
億
円
　
▲
2.6
％
）

　
　
う
ち
石
特
会
計
繰
入
れ

　
　
　
　
　
　
5,0
00
億
円
（
9
年
度
：
5,1
40
億
円
　
▲
2.7
％
）

　
特
別
会
計
を
含
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費
全
体

　
　
　
　
　
 1
3,7
73
億
円
（
9
年
度
：
13
,91
1億
円
　
▲
1.0
％
）

○
　
石
特
会
計
全
体
と
し
て
の
重
点
化
・
効
率
化

　
・
 　
石
油
対
策
に
つ
い
て
は
、
石
油
の
国
家
備
蓄
に
つ
い
て
、
当
面
、
新
規
の
積
み
増
し
を
行
わ
な
い
こ
と
と
し
た
ほ
か
、
石
油
の
開
発

に
つ
い
て
、
案
件
の
採
択
基
準
の
厳
格
化
を
検
討
す
る
等
の
効
率
化
努
力
を
図
る
。

　
・
 　
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
に
つ
い
て
は
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
以
外
の
石
油
代
替
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
つ
い
て
効
率
化
を
図
り

つ
つ
、
地
球
温
暖
化
問
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
・
導
入
の
促
進
等
を
重
点
的
に
行
う
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

11
．
地
方
財
政

○
 　
平
成
10
年
度
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、『
財
政
構
造
改

革
法
』
に
お
い
て
、
同
年
度
の
地
方
財
政
計
画
上
の
地
方
一

般
歳
出
の
伸
率
を
対
前
年
度
マ
イ
ナ
ス
と
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
お
り
、
そ
の
た
め
、
投
資
的
経
費
に
係
る
単
独
事
業
の
抑

制
な
ど
、
歳
出
全
般
に
つ
い
て
、
国
と
同
一
基
調
で
徹
底
し

た
抑
制
を
図
る
べ
き
。
そ
の
上
で
、
な
お
残
る
地
方
の
財
源

不
足
に
つ
い
て
は
、
国
・
地
方
の
財
政
事
情
を
踏
ま
え
つ
つ
、

適
切
な
財
源
確
保
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
が
、
今
後
、
地
方

の
財
政
赤
字
の
縮
減
へ
向
け
て
、
引
き
続
き
財
政
構
造
改
革

を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

1
．
地
方
の
歳
出

9
年
度

10
年
度

・
歳
出
総
額

87
0,5
96
億
円
（
＋
2.1
％
）

87
0,6
00
億
円
（
＋
0.0
％
程
度
）

・
地
方
一
般
歳
出

74
5,1
92
億
円
（
＋
0.9
％
）

73
3,1
00
億
円
（
▲
1.6
％
程
度
）

　
　
う
ち
投
資
単
独

20
1,0
00
億
円
（
　
0.0
％
）

19
3,0
00
億
円
（
▲
4.0
％
程
度
）

　
　（
注
）「
地
方
一
般
歳
出
」
初
め
て
の
マ
イ
ナ
ス
（
国
と
同
一
基
調
で
厳
し
く
抑
制
）

2
．
地
方
財
政
収
支
の
見
通
し

・
財
源
不
足
額

9
年
度

10
年
度

　（
通
常
収
支
分
）

46
,54
4億
円

46
,50
0億
円
程
度

こ
の
他
、
地
方
消
費
税
未
平
年
度
化
分

12
,00
0億
円

こ
の
他
、
所
得
税
・
住
民
税
特
別
減
税
影
響
分

7,5
97
億
円

3
．
地
方
財
政
対
策

　
・
財
源
不
足
額
4
兆
6,5
00
億
円
程
度
（
通
常
収
支
）
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
に
よ
り
対
応
。

　
⑴
　
建
設
地
方
債
の
増
発
　
　
　
⇒
　
1
兆
8,9
00
億
円
程
度
（
9
’　
1
兆
9,9
00
億
円
）

　
⑵
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置
　
⇒
　
2
兆
7,5
62
億
円
　
　
（
9
’　
2
兆
6,6
44
億
円
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⇒

　
　
こ
の
う
ち
、
特
会
借
入
金
の
償
還
繰
延
分
（
6,4
62
億
円
）
を
除
い
た
残
額
の

　1
/2
＝
10
,55
0億
円
に
つ
い
て
は
国
が
負
担

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
般
会
計
加
算
　
3,0
00
億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
特
会
借
入
金
　
　
7,5
50
億
円

4
．
特
別
減
税
へ
の
対
応

　
・
 所
得
税
・
住
民
税
特
別
減
税
影
響
分
7,5
97
億
円
に
つ
い
て
は
、
減
税
補
て
ん
債
（
6,2
40
億
円
）、
特
会
借
入
金
（
1,3
57
億
円
）
に
よ

り
対
応
。

　
　（
注
 ）
特
別
減
税
の
9
年
度
補
正
で
の
影
響
分
3,1
33
億
円
（
交
付
税
減
収
分
）
に
つ
い
て
は
、
8
年
度
精
算
分
等
（
91
2億
円
）
を
活

用
す
る
ほ
か
、
一
般
会
計
加
算
（
2,2
21
億
円
）
に
よ
り
対
応
。

5
．
地
方
交
付
税

9
年
度

10
年
度

・
一
般
会
計
ベ
ー
ス

15
4,8
10
億
円
（
＋
13
.8％
）

15
8,7
02
億
円
（
＋
2.5
％
）

・
特
会
出
口
ベ
ー
ス

17
1,2
76
億
円
（
＋
1.7
％
）

17
5,1
89
億
円
（
＋
2.3
％
）

（
注
）
地
方
団
体
へ
配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
所
要
の
額
を
確
保
。
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平成10年度　　609
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

12
．
補
助
金
等

補
助
金
等
の
整
理
合
理
化

○
 　
既
存
の
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、『
財
政
構
造
改
革
法
』

等
を
踏
ま
え
、
従
来
に
も
増
し
て
積
極
的
な
整
理
合
理
化
を

推
進
す
る
こ
と
が
必
要
。
新
規
の
補
助
金
等
は
厳
に
抑
制
し
、

ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
原
則
に
徹
す
る
と
と
も
に
、

終
期
設
定
を
徹
底
す
べ
き
。

○
 　
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
補
助
金
等
に
つ
い
て
、
事
務
・

事
業
の
廃
止
・
縮
減
を
進
め
る
こ
と
を
基
本
と
し
、
人
件
費

に
係
る
補
助
金
等
や
地
方
公
共
団
体
の
事
務
と
し
て
同
化
・

定
着
又
は
定
型
化
し
た
事
務
費
に
係
る
も
の
等
の
一
般
財
源

化
、
類
似
目
的
を
有
す
る
補
助
金
等
の
統
合
・
メ
ニ
ュ
ー
化

等
を
推
進
す
る
ほ
か
、
事
務
手
続
き
の
簡
素
合
理
化
を
推
進

す
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
特
殊
法
人
、
認
可
法
人
及
び
公
益
法
人
に
対
す
る
補
助
金

等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
社
会
的
意
義
の
低
下
し
て
い
る
事
業

を
廃
止
す
る
な
ど
、
交
付
の
対
象
と
な
る
事
業
運
営
の
在
り

方
等
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
削
減
又
は
合

理
化
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、『
財
政
構
造
改
革
法
』
等
に
基
づ
き
、
す
べ
て
の
行
政
分
野
に
お
い
て
見
直
し
を
実
施
。

①
　
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
団
体
等
に
対
す
る
補
助
金
等

　「
制
度
等
が
見
直
し
対
象
と
な
る
補
助
金
等
」　
⇒
　
制
度
・
施
策
や
事
業
等
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
削
減
又
は
合
理
化
を
図
る
。

（
例
）
＜
廃
止
＞

　
　
　
○
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
：
高
校
大
規
模
改
造
事
業

（
▲
 6
億
円
）

　
　
　
○
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
：
校
舎
開
放
の
た
め
の
ク
ラ
ブ
ハ
ウ
ス
整
備
事
業
等

（
▲
 2
億
円
）

　
　
　
○
生
活
保
護
費
補
助
金
：
生
活
保
護
安
定
運
営
対
策
等
事
業
費

（
▲
56
億
円
）

　
　
＜
一
般
財
源
化
＞

　
　
　
○
保
健
事
業
費
等
負
担
金
：
保
健
事
業
費
負
担
金
（
が
ん
検
診
費
等
）

（
▲
17
4億
円
）

　
　
　
○
保
健
事
業
費
等
負
担
金
：
市
町
村
保
健
活
動
事
業
負
担
金

（
▲
 8
億
円
）

　
　
　
○
療
養
給
付
費
等
負
担
金
：
事
務
費
負
担
金
（
国
民
健
康
保
険
　
市
町
村
分
）

（
▲
34
億
円
）

　
　
　
○
生
活
保
護
費
補
助
金
：
生
活
保
護
適
正
化
運
営
対
策
等
事
業
費

（
▲
20
億
円
）

　
　
　
○
救
急
医
療
施
設
運
営
費
等
補
助
金
：
休
日
夜
間
急
患
セ
ン
タ
ー
運
営
費

（
▲
25
億
円
）

　
　
　
○
母
子
保
健
衛
生
費
補
助
金
：
妊
婦
乳
児
健
康
診
査
費
等
補
助
金
；
妊
婦
健
康
診
査
費
等

（
▲
34
億
円
）

　
　
＜
交
付
金
化
＞

　
　
　
○
中
小
企
業
指
導
事
業
費
補
助
金
（
一
般
診
断
事
業
）
→
診
断
指
導
事
業
交
付
金

　「
そ
の
他
の
補
助
金
等
」　
⇒
　
各
省
各
庁
の
所
管
ご
と
に
1
割
を
削
減
。

（
例
）　
○
社
会
教
育
指
導
事
業
交
付
金

（
▲
11
億
円
）

　
　
　
○
教
育
方
法
等
実
践
研
究
委
託
費

（
▲
 1
億
円
）

　
　
　
○
保
健
福
祉
調
査
委
託
費

（
▲
 1
億
円
）

　
　
　
○
保
健
事
業
費
等
補
助
金
：
保
健
事
業
推
進
等
補
助
金
；
健
康
診
査
管
理
指
導
事
業
費
補
助
金

（
▲
 2
億
円
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
：
保
健
事
業
費
補
助
金

（
▲
18
億
円
）

　
　
　
○
小
規
模
事
業
指
導
費
補
助
金
：
都
道
府
県
商
工
会
連
合
会
に
お
け
る
人
件
費
等

（
▲
33
億
円
）

　
　
　
○
組
織
化
指
導
費
補
助
金
：
都
道
府
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
に
お
け
る
人
件
費
等

（
▲
36
億
円
）

②
　
特
殊
・
認
可
法
人
に
対
す
る
補
助
金
等
　
⇒
　
法
人
が
行
う
事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
削
減
又
は
合
理
化
を
図
る
。

　
　
○
住
宅
・
都
市
整
備
公
団

　
　
　
 　「
特
殊
法
人
等
の
整
理
合
理
化
に
つ
い
て
」（
9.
6.
6閣
議
決
定
）
を
踏
ま
え
、
公
団
業
務
の
ス
リ
ム
化
を
行
う
と
と
も
に
、
公
団

の
自
立
的
経
営
へ
の
転
換
を
図
り
、
財
政
措
置
を
抜
本
的
に
見
直
し
（
新
規
に
着
手
す
る
賃
貸
住
宅
に
つ
い
て
住
宅
建
設
費
補
助
金

の
廃
止
、
補
給
金
の
20
年
打
ち
切
り
（
現
行
70
年
）
等
）

　
　
○
公
営
企
業
金
融
公
庫

　
　
　
　
　「
特
殊
法
人
等
の
整
理
合
理
化
に
つ
い
て
」（
9.
9.
24
閣
議
決
定
）
を
踏
ま
え
、
補
給
金
を
段
階
的
に
縮
減

　
　
　
　
　
　
公
営
企
業
金
融
公
庫
補
給
金
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
▲
13
億
円
）

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
5
回
）
及
び
法
制
部
会
（
第
2
回
）　
平
成
10
年
1
月
14
日
配
布
資
料
⑸
「「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
10
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況
」（
財
政
制
度
審
議
会
「
平

成
9
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
・
企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
・
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
編
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8-165　 臨時福祉特別給付金の概要及び平成
10年度「臨時福祉特別給付金」の補
正予算内訳概要

臨時福祉特別給付金の概要
1 　趣旨
　平成10年分所得税等の特別減税の追加実施
に関連し、老齢福祉年金の受給者等及び高齢
の低所得者の生活の安定と福祉の向上並びに
低所得の在宅ねたきり老人等に対する在宅介
護の支援に資するため、臨時特例の措置とし
て、平成10年度補正予算成立後、臨時福祉特
別給付金を支給するものである。

2　臨時福祉特別給付金の種類
　⑴　臨時福祉給付金
　⑵　臨時介護福祉金
　⑶　臨時特別給付金
　　　 （注 ）生活保護受給者、社会福祉施設入

所者については、各制度に基づき別
途対処。

3　支給対象者
　⑴　臨時福祉給付金
　　　 老齢福祉年金、特別障害者手当等の受

給者
　⑵　臨時介護福祉金
　　　 市町村民税所得割の非課税の在宅ねた

きり老人等
　⑶　臨時特別給付金
　　　市町村民税非課税の65歳以上の者

4　支給額
　⑴　臨時福祉給付金
　　　支給対象者 1人につき　 1万円
　⑵　臨時介護福祉金
　　　支給対象者 1人につき　 3万円
　⑶　臨時特別給付金
　　　支給対象者 1人につき　 1万円

5　支給総額
　　　1529億円（平成10年度補正予算案）
　　　（注）生活保護等、各制度分を含む。

6　経緯
　平成10年 4 月24日　 与党三党確認  

総合経済対策決定  
 （経済対策閣僚会議）

　平成10年 5 月11日　 平成10年度補正予算案
の閣議決定

　平成10年 5 月15日　 臨時福祉特別給付金支
給要綱の閣議決定

平成10年度「臨時福祉特別給付金」の補正
予算内訳概要

区　分 対象予定人数 国庫所要見込額
臨時福祉給付金 約 205万人 約 205億円
臨時介護給付金 約 40万人 約 120億円
臨時特別給付金 約 1,045万人 約 1,045億円
小　計 約 1,290万人 約 1,370億円

生活保護受給者 約 77万人 約 58億円
社会福祉施設入 約 54万人 約 27億円
所 者 等
小　計 約 131万人 約 85億円

事 務 費 ― 約 74億円
小　計 ― 約 74億円
合　計 約 1,421万人 約 1,529億円

（注 ）「生活保護受給者」、「社会福祉施設入所者
等」については、それぞれの制度から、「臨
時福祉給付金」と同様の措置（ 1 万円を支
給）が行われるため、その国庫所要見込額を
計上している。

（出所）厚生労働省資料。
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8-166　 最近の経済情勢等について

⑴　平成10年度経済見通し改訂試算
平成10年10月 6 日　経済企画庁

9年度
実績

10年度
当初見通し 改訂試算

1．国内総生産 （程度） （程度）
国内総生産（名目、兆円） 504.6 519.7 495.4
同　成長率（％） ▲0.7 1.9 ▲1.8

（上段：実質、下段：名目） 0.3 2.4 ▲1.8
（内訳　伸び率、％）
　民間最終消費支出 ▲1.1 2.5 ▲0.9

（上段：実質、下段：名目） 0.9 3.3 ▲0.8
　民間住宅 ▲21.1 4.9 ▲11.6

（上段：実質、下段：名目） ▲19.7 5.7 ▲12.4
　民間企業設備 0.7 3.5 ▲10.1

（上段：実質、下段：名目） 0.4 3.0 ▲11.3
2 ．雇用 （程度） （程度）
労働力人口（万人） 6,794 6,830 6,785
就業者総数（万人） 6,557 6,605 6,500

3 ．鉱工業生産指数 （程度） （程度）
伸び率（％） 1.2 1.8 ▲7.3

4 ．物価
国内卸売物価上昇率（％） 1.0 ▲0.8 ▲1.7
消費者物価上昇率（％） 2.0 0.7 0.1

5 ．国際収支 （程度） （程度）
経常収支（兆円） 12.9 12.4 16.6

（改訂試算にあたっての主要前提）
・大規模な金融機関の破綻は生じない。
・世界経済において、金融・通貨市場の大きな混乱は生じない。



⑵　日本経済の動向について
我が国経済の現状をみると、景気は低迷状態が長続き、極めて厳しい状況にある。

1．Ｇ Ｄ Ｐ…… 10年 4 ～ 6 月期（速報）の実質国内総生産は、前期比△0.8％減（年率
△3.3％減）となった。

（前年度比、季調済前期比、％）

8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6
10年度
見通し

実質GDP 3.2 △0.7 △0.4 △1.3 △0.8 1.9
　民間最終消費 2.8 △1.1 △1.0 0.3 △0.8 2.5
　民間住宅投資 13.7 △21.1 △4.2 1.7 △1.0 4.9
　民間企業設備 9.1 0.7 0.0 △5.2 △5.5 3.5
公的固定資本形成 △2.7 △7.2 △1.8 △1.9 0.1 ―
　内需寄与度 3.5 △2.2 △0.9 △0.9 △1.6 1.9
　外需寄与度 △0.4 1.5 0.6 △0.4 0.7 0.0

名目GDP 2.8 0.3 △0.7 △0.3 △1.5 2.4
（注）年度の計数は、前年度比、四半期の計数は季節調整済前期比。

2．個 人 消 費…… 低調である。これは、収入が減少していることに加え、消費者の財布の
ひもが依然として固いからである。

（前年比、％） 7年度 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 4 / 5 / 6 / 7 / 8
実質消費支出
（家計調査） △1.3 △0.1 △2.1 △2.3 △4.8 △1.3 △2.1 △0.6 △1.0 △3.4 ―
大型小売店販売 △1.9 △0.3 △1.5 △3.2 △8.2 △0.7 3.9 △0.9 △4.8 △4.0 △5.1
乗用車販売台数 3.7 8.6 △13.6 △12.3 △20.4 △2.4 △2.9 △0.4 △3.6 △2.5 △2.6
（注） 7、 8、 9年度の大型小売店販売は暦年の計数。

3 ．住 宅 建 設……マンションが大幅に減少していることなどから一段と低水準になった。
（前年比、％） 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 4 / 5 / 6 / 7 / 8
新設住宅着工戸数 9.8 △17.7 △22.6 △13.9 △15.0 △16.1 △17.0 △11.7 △11.3 △11.4
<季調済年率、万戸> <163> <134> <129> <130> <124> <124> <125> <121> <110> <118>

4 ．設 備 投 資……減少している。特に中小企業の減少が著しい。
（前年比、％） 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 5 / 6 / 7 / 8
機械受注

（船舶・電力除く民需） 11.4 △3.9 △13.4 △5.8 △21.7 △28.6 △18.6 △24.1 ―
建設受注

（民間非住宅（50社）） 10.2 △7.3 8.4 △1.9 △11.5 △31.0 11.3 △10.5 △19.9

5 ．鉱工業生産…… 生産は、減少傾向にある。在庫はこのところ減少しているものの、まだ
高水準である。

（前年比、％） 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 6 / 7 / 8 / 9 （予）/10（予）
鉱工業生産 3.4 1.2 △2.5 △1.3 △5.1 1.7 △0.6 △0.6 3.0 △1.0
鉱工業出荷 4.3 1.1 △2.6 △1.1 △5.1 0.9 △0.3 △0.9
鉱工業在庫 △4.1 10.1 1.6 0.7 △1.9 △0.4 △0.7 △0.5
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6 ．雇 用…… 依然として厳しい。雇用者数が減少し、勤め先や事業の都合による失業者
が増加している。完全失業率は僅かに低下したが、就業者数が減少して
いることを考えれば、これは求職活動を諦めた者が増えたためとみられる。
8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 5 / 6 / 7 / 8

有効求人倍率（倍） 0.72 0.69 0.69 0.61 0.53 0.53 0.51 0.50 0.50
完全失業率（％） 3.3 3.5 3.5 3.7 4.2 4.1 4.3 4.1 4.3

雇用者数（前年比、％） 1.3 0.8 1.0 0.0 △0.6 △0.5 △0.8 △1.0 △0.3
（注）完全失業率、有効求人倍率は季節調整済。

7 ．物 価…… 国内卸売物価は、内外の需給の緩み等から、弱含みで推移している。ま
た、消費者物価は、安定している。

（前年比、％） 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 5 / 6 / 7 / 8
国内卸売物価指数 △1.5 1.0 0.9 0.3 △2.3 △2.3 △2.1 △2.2 △2.1

総合消費者物価指数 （全国） 0.4 2.0 2.2 2.0 0.4 0.5 0.1 △0.1 △0.3 / 9
 （東京） 0.1 1.8 2.1 2.0 0.6 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0

8 ．国 際 収 支……貿易・サービス収支の黒字は、増加傾向にある。
円ベース＜百億円＞ 7年度 8年度 9年度 9 /10-12 10/ 1 - 3 / 4 - 6 10/ 4 / 5 / 6 / 7
貿易・サービス収支 588 192 728 238 203 256 73 94 90 90
（前年比、％） △35.1 △67.3 278.8 215.7 291.1 84.5 83.6 144.3 47.6 94.6
経　常　収　支 948 717 1,295 366 355 402 117 141 144 135
（前年比、％） △23.7 △24.4 80.6 100.1 74.3 37.9 10.3 62.2 46.2 53.1

9 ．景気動向指数…… 一致指数が昨年 8月以降連続して50％を割っており、生産関連の指標が
減少傾向にあること、消費関連の指標が低調であること、雇用情勢が更
に厳しくなっていることの影響がみられる。

9 / 9 /10 /11 /12 10/ 1 / 2 / 3 / 4 / 5 / 6 / 7
先行指数 63.6 27.3 13.6 18.2 27.3 18.2 27.3 9.1 27.3 27.3 50.0
一致指数 45.5 4.5 0.0 0.0 18.2 18.2 9.1 9.1 18.2 27.3 20.0
遅行指数 50.0 50.0 50.0 37.5 12.5 31.3 18.8 37.5 12.5 12.5 28.6

10．業 況 判 断……企業の業況判断は、中小企業を中心に一層厳しさが増している。
（日銀短観・業況判断DI）
主要企業 8 / 8 /11 9 / 3 / 6 / 9 /12 10/ 3 / 6 / 9 /12（予）
製造業 △ 7 △ 3 2 7 3 △11 △31 △38 △51 △46
非製造業 △ 4 0 △ 6 △ 7 △15 △20 △30 △28 △36 △31

（景気予測調査・景況判断BSI）

（全産業）
10年 4 - 6 月
前回調査

10年 7 - 9 月
現状判断

10年10-12月
見通し

11年 1 - 3 月
見通し

大企業 △28.3 △28.3 △12.8 △0.8
中堅企業 △37.1 △37.7 △27.9 △10.2
中小企業 △47.1 △47.0 △37.5 △21.9

（注）季節調整済

（出所 ）財政制度審議会総会（第 3 回）平成10年10月 7 日配布資料（5）「最近の経済情勢等に
ついて」（財政制度審議会「平成10年度　財政制度審議会資料集　総会・企画部会・法制
部会・財政計画等特別部会・財政構造改革特別部会編」268-272ページ）。
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成
8年
度
（
実
績
）
 1
10
,41
3）

8-
16
7　
平
成
10
年
度
補
正
予
算
（
第
3
号
）
フ
レ
ー
ム
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社
会

資
本

整
備

［
計
数
は
今
後
異
動
す
る
こ
と
が
あ
り
う
る
。］

（
単
位
：
　
億
円
）　
　
　
　

事
業
費

う
ち
公
共

う
ち
非
公

国
　
費

国
　
費

国
　
費

3.2
兆
円

3本
柱
で

全
体
の
5割
強

全
て
、
事
業

費
ベ
ー
ス
で

1
兆
円
以
上

の
配
分

①
 情
報
通
信
・
科
学
 
 

技
術

1.1
兆
円

程
度

8,8
85

0.3
兆
円
程
度

2,0
14
・
 情
報
BO
X
等
光
フ
ァ
イ
バ
ー
収
容
空

間
の
整
備

・
 ET
C（
ノ
ン
ス
ト
ッ
プ
自
動
料
金
収
受

シ
ス
テ
ム
）
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

0.8
兆
円
程
度

6,8
71
・
 学
校
に
お
け
る
複
合
ア
ク
セ
ス
網
活
用
型
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
研
究
開
発

・
 地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
研
究
開
発
用
共
同
利
用
施
設
の

整
備

・
情
報
共
通
基
盤
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
等
の
開
発

・
脳
・
ゲ
ノ
ム
等
重
要
分
野
に
お
け
る
研
究
の
加
速

・
 大
学
・
国
研
等
の
研
究
施
設
等
の
高
度
化
・
高
機
能

化
・
国
際
研
究
交
流
大
学
村
の
建
設

②
 福
祉
・
医
療
・
教
育

1.1
兆
円

程
度

6,2
69

0.4
兆
円
程
度

1,9
17
・
少
子
・
高
齢
化
対
応
の
公
営
住
宅

・
公
共
空
間
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

0.7
兆
円
程
度

4,3
51
・
 介
護
保
険
の
施
行
準
備
の
た
め
の
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
の
整
備
等

・
 少
子
化
・
子
育
て
支
援
対
策
の
た
め
の
保
育
所
施
設

整
備
等

・
国
公
立
学
校
施
設
の
整
備
充
実

③
環
境

1.0
兆
円

程
度

5,1
14

0.9
兆
円
程
度

4,6
26
・
 ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
抑
制
対
策
 

 
（
廃
棄
物
処
理
施
設
）

・
 快
適
な
生
活
環
境
の
た
め
の
下
水
道
等

の
整
備

0.1
兆
円
程
度

48
8
・
 地
球
温
暖
化
対
策
（
研
究
施
設
の
整
備
、
環
境
負
荷

低
減
型
住
宅
等
の
整
備
）

・
 リ
サ
イ
ク
ル
・
廃
棄
物
対
策
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
対

策
（
関
連
施
設
の
整
備
等
）

3.0
兆
円

4本
柱
で

全
体
の
5割
弱

全
て
、
事
業

費
ベ
ー
ス
で

1
兆
円
未
満

の
配
分

④
 物
流
効
率
化
・
 

 
産
業
競
争
力
強
化

0.9
兆
円

程
度

3,7
44

0.8
兆
円
程
度

3,2
78
・
高
規
格
幹
線
道
路
、
国
際
ハ
ブ
港
湾

0.1
兆
円
程
度

46
6

⑤
 農
山
漁
村
等
地
域
 
 

活
性
化

0.7
兆
円

程
度

3,8
50

0.7
兆
円
程
度

3,6
60
・
 21
世
紀
の
担
い
手
農
家
育
成
の
た
め
の

U
R対
策

・
 中
心
市
街
地
活
性
化
の
た
め
の
土
地
区

画
整
理

0.0
兆
円
程
度

19
0

⑥
 民
間
投
資
誘
発
等
 
 

都
市
再
生

0.7
兆
円

程
度

3,0
76

0.7
兆
円
程
度

3,0
68
・
 民
間
投
資
誘
発
効
果
の
高
い
都
市
再
開

発
・
国
際
ハ
ブ
空
港
（
関
空
、
中
部
）

・
通
勤
混
雑
緩
和
の
た
め
の
地
下
鉄
整
備

0.0
兆
円
程
度

8

⑦
防
災

0.7
兆
円

程
度

4,0
62

0.7
兆
円
程
度

3,9
36
・
 災
害
発
生
危
険
箇
所
緊
急
解
消
対
策
 
 

（
河
川
、
下
水
道
等
）

0.0
兆
円
程
度

12
6

計
6.2
兆
円

35
,00
0
4.5
兆
円

22
,50
0

1.7
兆
円

12
,50
0

⑧
 災
害
復
旧
等
事
業
費

0.6
兆
円

4,6
01

0.6
兆
円

4,6
01

―
―

再
　
計

6.8
兆
円

39
,60
1
5.1
兆
円

27
,10
1

1.7
兆
円

12
,50
0

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
4
回
）
及
び
法
制
部
会
（
第
2
回
）
合
同
会
議
　
平
成
10
年
11
月
27
日
配
布
資
料
（
3）
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
10
年
度
　
財
政
制
度

審
議
会
資
料
集
　
総
会
・
企
画
部
会
・
法
制
部
会
・
財
政
計
画
等
特
別
部
会
・
財
政
構
造
改
革
特
別
部
会
編
」
31
0-
31
1ペ
ー
ジ
）。



8 -168　緊急経済対策（平成10年11月16日）の効果・財政措置

対策の効果：

金融システムの安定化・信用収縮対策等：
実体経済回復のための条件を整備

＋
社会資本整備及び所得課税減税等による今後 1
年間のGDPへの効果：

名目2.5％程度、実質2.3％程度
＋

このほか、住宅投資の促進策、雇用対策、法人
課税減税等により、景気回復に大きな効果

わが国経済を厳しい状況から脱却させ、
11年度はプラス成長へ

事業規模：
　17兆円超。減税 6兆円超を含めれば、20兆円を大きく
上回る規模。

財政措置 事業費
（兆円程度）

1．社会資本整備 ・一般公共 5.7
・施設費等（非公表） 1.8
・災害復旧 0.6

2 ．その他 ・貸し渋り対策 5.9
・住宅投資の促進 1.2
・雇用対策 1.0
・地域振興券 0.7
・アジア対策 1.0

計 17兆円超

3．減税 ・所得課税減税 6兆円超
・法人課税減税

※　一般公共については 5％程度の用地費を含む。
（出所 ）財政制度審議会総会（第 4 回）及び法制部会（第 2 回）合同会議　平成10年11月27日

配布資料（2）（財政制度審議会「平成10年度　財政制度審議会資料集　総会・企画部会・
法制部会・財政計画等特別部会編」309ページ）｡

8-169　地域振興券
　緊急経済対策の一環として、個人消費を喚
起し、商店街等地域経済の活性化を図ること
を目的とする地域振興券交付事業が実施され
ます。
●交付対象は、
　⑴15歳以下の児童がいる世帯主
　⑵老齢福祉年金等の受給者
　⑶ 65歳以上の住民税（所得割）非課税の寝
たきりの方

　 ⑷65歳以上の住民税非課税の方　等で
　全国で約3,500万人が対象となります。

● 1 人（15歳以下の児童がいる世帯主につい
ては児童 1人）につき 2万円分の地域振興
券が市町村から交付されます。

● 地域振興券の使用期限は 6か月で、譲渡や
換金はできません。

（出所 ）首相官邸ウェブ・サイト「緊急経済
対策」〔平成11年 1 月〕（https://www.
kantei .go. jp/jp/kouhou/archive/
kinkyu.html）。
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平成10年度　　617

8-170　地域振興券交付事業助成費

　〔「平成10年度一般会計補正予算（第 3 号）」、「参照書」、「平成10年度一般会計各省各庁予定
経費補正要求書等」、「自治省所管」（抜粋）〕

平成10年度自治省所管
甲号　予定経費補正要求書
〔組織別事項別内訳〕

組　織 項 事　　項
補　正　要　求

説　　明追　加　額
（千円）

修正減少額
（千円）

差　引　額
（千円）

自治本省 024　 地域振興
券交付事
業助成費

95　 地域振興券
交付事業の
助成に必要
な経費

769,838,236 0 769,838,236 最近の経済情勢等にかんがみ、緊
急経済対策の一環として個人消費
の喚起と地域経済の活性化を図る
ため市町村等が行う地域振興券交
付事業に要する経費の補助等

　科目別内訳

項　　　目 平 成 1 0 年 度
成立予算額（千円）

補　正　要　求
改 平 成 10 年 度
予 算 額（千円）追　加　額

（千円）
修正減少額

（千円）
差　引　額

（千円）

024　地域振興券交付事業助成費 0 769,838,236 0 769,838,236 769,838,236

　95199-2122-08 職 員 旅 費 0 3,511 0 3,511 3,511

　95199-2123-09 庁 費 0 578,766 0 578,766 578,766

　95199-2865-16 地域振興券交付事業費補助金 0 700,000,000 0 700,000,000 700,000,000

　95199-2865-16 地域振興券交付事務費補助金 0 69,255,959 0 69,255,959 69,255,959

（出所 ）「平成10年度一般会計補正予算（第 3 号）」549ページ（財務省ウェブ・ページ：
https://www.bb.mof.go.jp/server/1998/dlpdf/DL199821003.pdf）｡
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